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ある組織に所属して仕事がしたいと考える者にとっ

て、この固有の特徴は大切な条件である。その組織の

社会的評判が高いとか、そこに属すれば次にもっと良

いところへ行けるなどの、表層的な要因が所属を期待

する動機にみえても、実はその背後により本質的な動

機があり、それが、そこで何を得、どのように成長で

きるかと言う固有の特徴なのである。それがよいもの

であり、またそのときに限り、その組織が目的とする

働きをするために適した人がその組織に入ってくる。

すなわちそれが、組織にとって、社会の中で有効でか

つ固有な存在意義を持つための必要条件である。

産業技術総合研究所にはそれがあるが、それがどの

ようなものかについて明らかにし、共通の認識を持つ

ことが必要である。そしてそれを常時発展させるべく、

研究所の全員で努力を続けることが必要なことである。

産業技術総合研究所で、人はどのように成長していくのだろうか。研究所には、研究をする人がいて、
研究管理に携わる人もいる。仕事の一生をそこで過ごす人もいるし、ある年月を過ごす人もいる。また
研究、研究管理と言っても、その内容はさまざまである。しかも研究と一口に言っても、研究分野によっ
て、仕事の内容は大幅に変わる。したがって、産業技術総合研究所でする経験にはさまざまなものがある。
そこでは人が多様なときを送っていく。しかし、多様ではあるがばらばらであってはいけない。一般に
一つの組織では、そこで仕事をする者が何を得、どのように成長していくのかについて、固有の特徴を
持っていなければならないと考えるが、産業技術総合研究所には、それがある。

独立行政法人 産業技術総合研究所

理事長　　吉川  弘 之

研究者が成長する場
としての本格研究
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産業技術総合研究所の固有の特徴を考察する前に、

まず私見を述べることにしよう。人が仕事において成

長するための必要条件は、その人が大きな目標を持ち、

その上でその目標を達成するために適した環境が与え

られていることである、と私は考える。大きな、とい

うのは、局所的でなく大局的、すなわち社会に影響を

与えると言う視点に立った目標と言うことである。こ

の、大きな目標という条件には、たとえば地位が上が

るとか、多額の研究費を獲得する、などは入らない。

これらを目指すことに反対するつもりはないが、あま

り成長に関係するとは思えない。たとえば研究が仕事

の場合、これらは研究管理能力の向上や、優れた研究

成果を出したことを理由として、第三者がもたらすも

の、すなわち本人にとっては結果であり、目標ではない。

あえて言えば夢想的目標であり、研究者としての成長

に影響するものではない。成長を決める第一のものは、

大きな目標、すなわち社会に影響を与えると言う視点

に立った目標である。この目標は、自分の研究と社会

との関係を明らかにする。その結果、研究者は自らの

研究課題の社会的輪郭を明示することとなり、それは

自立した研究者と呼ばれるために必要な、社会的責任

を取る研究者という条件を満たすための第一歩である。

そして次に、目標達成に適した環境が準備されている

ことである。これは一般論としては説明を要しない。

さて産業技術総合研究所の、特に研究者を例として

考えよう。私たちは研究所に共通する大きな目標とし

て、持続可能な開発に寄与する産業のための技術の創

出を掲げている。それが単なる抽象的な題目である限

り、研究者になんらの影響も与えないし、したがって

研究所のアウトカムに効果する事もない。この目標が

意味を持つのは、研究者の一人一人が自らの研究課題

の設定と遂行とにおいて、その寄与の仕組みと研究の

作業過程を現実的なものとして明確にプログラムした

ときに限る。そしてそれは必ずしも容易なことではな

い。

持続可能な開発に寄与する産業、すなわち持続型産

業が必要とする技術とは何か。たとえばそれらのいく

つかを列挙すれば、環境計測技術、劣化環境の修復技術、

再生エネルギー、省エネルギー、持続性（サステイナブ

ル）製品の設計、持続型製造（またはインバースマニュ

ファクチュアリング）、廃棄物処理技術、ライフサイク

ルマネジメント、保全技術などである。これらの例を

見て直ちに気づくことは、それは決して伝統的な単一

の技術領域の中で解決されるものでなく、多くの領域

の総合を必要としていることである。したがって、自

らの領域の研究を中心に据えながら、他の領域の研究

者との協力が必要となる。しかもその協力は、多くの

場合過去に経験のない新しいものであって、協力の方

法の案出と異領域の対話を可能にするために必要な共

通言語の開発とを必要としている。これは臨時領域の

創出が必要ということである。

この技術開発には、もう一つの、より本質的な課題

が含まれている。それは、技術領域の問題を超えて、

それらを支える科学に関わることである。臨時領域を

創出しようとすると、多くの場合に融合すべき異領域

の背後にある基礎的な科学に立ち戻って考察すること

が必要となる。ところが持続型産業のための技術研究

では、立ち戻って参照すべき基礎としての科学が存在

しないことが起こる。たとえば廃棄物処理技術におい

て、放射性物質を地中に埋設することを考えたとする。

このとき重要なのは、埋設部分の構造の時間的安定性

である。私たちは、この安定性について信頼性のある

予測をすることが容易でないことを知っている。それ

は地殻の変形や物質移動についての知識が不足してい

るからである。

私たちの手にしている科学的知識とは何か。物質の

微視的性質の研究が進み、究極である素粒子について

すら、かなり精緻な知識を獲得した。しかし巨視的知

識としての地殻の変動については知識が乏しい。この

一見奇妙な不均衡には深刻な理由がある。それは科学

的知識とは純粋に科学者の知的好奇心に導かれて作ら

れてきたものだから中立で均質であると言われるが、

科学者もまた人であり、時代の精神から自由ではあり

えないことによる。科学が発祥したと言われる15世紀

は大航海時代、探索の時代と呼ばれ、当時の知の中心

と言える欧州の人々は地球の探査に傾倒する。これは

未知の世界に対する好奇心が、富の獲得と共鳴して起

研究者が成長する場
としての本格研究
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こったことである。できるだけ遠くへ行ってみたい。

これは時代の精神を形作り、それ以後現代まで続く。

これに対応して知識の世界では、実際の遠く、すなわ

ち宇宙と、もう一つの遠く、すなわち微視的観測によ

る物質の奥深くへと探求者たちを駆り立てた。そこに

存在するものを知ると言う好奇心である。それは手段

としての望遠鏡と顕微鏡との発展によって急速に満た

され、しかも得られた知識は理論体系として整理され、

理論はそれ自身で知識を生み出すようになった。

未知のものを知りたいと言う好奇心は、存在の態様

解明に向かう。事実科学は普遍で不変の存在を解明し

てきたのであった。そして現に存在するものの変化に

ついては副次的な関心しか持たなかったと考えられる。

これは古代人の二大仮説、「物体は原子からできている」

と「万物は流転する」とに対し、原子仮説のほうに過大

な比重を置いた好奇心を持ち続けたと言えるのかもし

れない。それはまた存在物を利用したいと言う欲求と

も重なって強化されてきたものである。その欲求を満

たすために、存在物の歴史的変化は取りあえず関係し

ない。

長く続いた探索の時代は、制限付ではない開発の時

代でもあった。しかし現在、私たちは環境の時代、す

なわち持続可能という制限の付いた開発の時代を迎え

たのである。その中心概念は、地球環境の維持である。

したがって知的好奇心は、現在の存在がこれからどの

ように変化していくかについてであって、古代人の二

大仮説で言えば、「万物は流転する」のほうに焦点が移

る。そしてそれについての知識の不足が問われ始めた

のであり、現在の科学知識の応用では片付かない新し

い基礎的な知識の創出が求められるのである。

このように、産業に役立つ技術を創出しようとする

と、計画した技術の元となる基礎的知識の不在と言う

問題にぶつかることは少なくない。創出すべき技術が

過去の技術と異質である場合にその傾向が強い。今、

産業技術総合研究所で作り出そうとしている技術が産

業の持続型への変革に役立つものだとすれば、それは

過去の技術から見て異質のものに違いない。放射性物

質の地下埋設という持続可能な開発が要請する技術の

実現が、地殻における物質移動の精度の高い理論を必

要とする上記の場合は、ほんの一つの例題であり、前

述した持続型産業が必要とする技術群の実現のために

は多くの新しい基礎的知識が必要である。

このようにして、産業技術総合研究所の研究者は、

産業化研究でぶつかった基礎的知識の不在にもとづく

問題意識を背景として新しい基礎研究に従事する事が

要請される。これは従来の理学、工学を切断する考え

方にはなかった新しい研究者像である。ここでは研究

課題が、いわゆる工学から理学へと移ることになる。

それは一人の研究者の中での移行もあろうし、別の研

究者へ課題を手渡す場合もあるであろう。いずれにし

てもこれらに関わる研究者は工学、理学両者の深い理

解が求められるのであり、それは決して簡単容易なこ

とではない。しかし、ここで第一の特徴としての、「大

きな目標の共有」が動機となって、研究者はこの困難を

乗り切ることになる。

したがって、産業技術総合研究所の第二の特徴とは、

大きな目標である持続型技術の創出を目標としながら

研究するものに対する好適な研究環境の提供というこ

とである。上述の考察に従えば、最も重要な環境とは、

臨時領域の創出という作業と、理学工学間の移行、す

なわち思考原理の切り替え作業とを支援する研究環境

ということになろう。実はこの二つの作業は、従来の

研究者に要請されるものではなかった。したがってそ

れを支援する仕組みは、少なくとも公的研究機関にお

いてはどこにも存在しなかったと言ってよいであろう。

たとえば大学では理学と工学は截然と分かれていて、

名前はともかく実質的に融合することはなかった。臨

時領域に必要な異なる領域は、別々の学科でそれぞれ

研究も教育も行われるのが一般である。そこではこれ

らの作業が意識されることすらない。産業技術総合研

究所で仕事をするものが何を得、どのように成長して

行くかという点で固有の特徴があるとすれば、それは

これらの作業を支援する環境があることである。その

環境とは本格研究である。

私たちが産業技術総合研究所における主要な概念と

して位置付けている本格研究は、基礎研究で生み出し

た新しい知見を、産業の進展に有効な現実の技術へと
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発展させるための仕組みとして考え出されたものであ

る。すなわちそれは、研究経営の一つの方策であると

考えられる。しかし、上述の考察によれば、同時にそ

れは、独特な研究者が成長していくために有効な場を

提供してもいることになる。その考察に従えば、理学

における分析的思考と工学における構成的思考との両

面における能力を持ち、しかも自分の属する学術領域

が、他の領域群の中でどのような位置にいるかを相対

的に理解している研究者が育っていく場、と言うこと

である。ここでは、研究者は研究のフェーズによって

臨機応変に分析と構成を使い分け、また研究の方向を

定める場合に必要以上に自らの領域にこだわらず、他

の領域に敬意を払い、そして学習し協力することを惜

しまない。

このような研究者は、現在の研究界において求めら

れる研究者像のひとつの典型である。これはもう一つ

の研究者像、すなわち外界から独立して自らの学問領

域に没頭し、もっぱらその領域に固有の研究前線を拡

大してゆくという伝統的な研究者像と対置される。学

術研究、すなわち人類が直面している多くの課題を解

決するために必要な知を生産する行為において、この

二種類の研究者はいずれも必要であり、どちらが重要

と言うようなものではない。必要なのは、それぞれの

研究機関が、どのような研究者が成長していく場なの

かについて、意図的な、そして可視的な設計をしてお

くことである。

産業技術総合研究所では、「まず人がいて組織ができ

る」という原則に立っていて、この設計が人を縛ること

を意図しているのではないが、可能性としての場が準

備されたと考える。この可能性を生かすのは研究者一

人一人である。したがってここでは、動機としての持

続型技術の開発という目標のもとで研究しながら、そ

のなかで自ら学習して新しい型の研究者として成長す

る可能性が準備されているのである。その意味で、産

業技術総合研究所は研究機関であると同時に、広義の

教育機関、あるいは学習機関である。そこでは研究者

のみならず、研究管理者も固有の研究を支えるものと

して、独自の能力を身に着けながら成長してゆく。

「一人一人の力が最大に発揮されるとき、その機関の

使命が最もよく果たされる」と言うのも産業技術総合研

究所の原則であるが、これがわが国全体に拡がること

を私たちは望んでいる。私たちの場合、対象は産業技

術のための基礎研究者であるが、大学、研究所、企業

がネットワークを作り、それが研究者にとって多様で、

しかも体系的な学習の場を提供するものでありたい。

最近科学技術人材の育成の必要性が強く言われている。

当然のことであるが、それが単に新組織を作ることの

みに集約されてはならない。すべての既存の機関が、

連携して学習の場を作ることを考える必要がある。産

業技術総合研究所が中心となってその連携を始める年

に、今年をしたいと考えている。
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ハイブリッド車の開発

餌取　現在、人類60億人は8億台の車を
保有しています。約8人に1台の車があり、
ガソリンは1人年間180リットルを消費し、
もちろん車だけではありませんがCO2を
1人当たり4トン強排出しています。

渡邉　2050年の世界人口は国連の予測
によれば、現在の1.5倍、90億人を超え
るとされています。OECD国の人口比率
がおよそ18%ですから、自動車の恩恵を
我々と同じように享受している人口比率

は、楽観的に見積もって30%程度でしょ
う。例えば、このモビリティ・デバイド
を60%まで改善しようとすれば、自動車
の世界保有台数は24億台を越えると言う
ことになります。産業界の夢は膨らみま
すが、その為には環境負荷を1/3、いや
今より環境改善を意図すれば、1/4～1/5
という環境負荷の小さな車を実現する事
が必須となります。

餌取　ハイブリッド車「プリウス」の開発
は環境負荷を減らすのが目的だったわけ
ですか。

渡邉　「21世紀の車を作ろう、テーマは
環境だ」ということで開発が始まりまし
た。プロダクトの結果以上にインパクト
の大きかったのは、今までトヨタ自動車
が経験したことのない多くの素晴らしい
体験をしたことです。世界中からものす
ごい反響が来ました。雑誌は絶賛するし、
国連はG500*という賞をプリウスに与え
ました。エンジニアも発奮して、更なる
チャレンジを始めると言う、非常に良い
市場と開発者の双方向コミュニケーショ
ンを経験しました。

クルマと環境
自動車社会の未来を技術で考える

新春対談：
クルマ技術が担う地球の未来
吉川弘之　産業技術総合研究所理事長
渡邉浩之　トヨタ自動車株式会社 技監（兼 産総研理事）

餌取章男　産総研広報アドバイザー（司会）

乗用車生産台数世界一の日本。我が国の経済活動の中心である自動車産業が、今後も世界の中で主導権を握っていくためには、
何が必要だろうか。理想の車とは何だろう。高まる環境意識の中、「ビークル・エコロジー」は緊急かつ必須の課題であり、“売り”
でもある。ネガティブな問題を解決することで、一般常識さえポジティブに変える力をもつ科学技術。その基礎研究こそ産総研
に課せられた責務であろう。

＊G500：「持続可能な発展」のための環境保護および改善に功績のあった個人および団体に対して国連環境計画 (UNEP) が与える賞。トヨタ自動車は、
世界初の量産型ハイブリッド車の発売や環境マネジメントシステムの構築、環境情報の積極的な開示などが評価されて、1999年に受賞した。
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吉川　画期的というよりは“事件”と言っ
てもよい出来事でした。車は環境を劣化
させる一つの要因だと見られていたもの
が、逆にプリウスの出現によって考え方
が逆転したからです。環境をよい方向に
引っ張っていく、豊かさと環境を矛盾し
ないようにもっていく持続可能な開発の
主役に躍り出たわけです。問題だった存
在が一気に未来への主役になったという
意味で、また、一つの技術がそうした逆
転する力を持っているという意味で、緊
張感を感じた瞬間でした。
　ところで、どのようにして一致団結して
一つのテーマに向かっていけたのですか。

渡邉　一つにはさまざまな技術の蓄積が
あったことですね。今日のビジネスには直
接つながらない技術でも、着実に研究を進
めていた技術者達がいました。ハイブリッ
ドは1960年代中頃からガスタービンとの組
み合わせで研究がスタートしています。

餌取　そうした基礎的な研究の積み重ね
は、時代を拓く重要な要因になりますね。

渡邉　そうですね。そもそもハイブリッ
ド車はガソリンエンジンと電気モータの
組み合わせですから、ある意味で矛盾す
る要素性能を統合する技術です。内燃機
関は空気を吸入し、燃料を噴射して、燃
焼させる。そのエネルギーでピストンを
動かすため、電気に比べてその過渡応答
には時間遅れが必ずある。この二つをう
まくバランスさせるには、精緻な技術が
いります。実際、デジタル制御がなけれ
ば不可能でしょう。
　プリウスでも、普通のEFI（電子制御
式燃料噴射装置）エンジンの3～4倍のソ
フトを必要とします。日本の自動車産業
界にはそれだけの技術の蓄積があった点
も重要だったと思います。EFIとトラン
スミッション、ブレーキ、サスペンショ
ンを統合制御するトラクションコント
ロールやVSC（スピン防止）等の大規模

ソフトウエア技術の蓄積がありました。
　二つ目は、ハイブリッドに必要ないろ
いろな材料技術が、日本の産業界の中に
優秀な性能を確保し、育成されていた事
です。例えば電磁鋼板は、家電業界のモー
ター効率向上の要求に応えるべく、その
性能は世界のトップレベルを確保されて
いた。それからハイパワーのIGBTや高
性能2次電池の技術も、ようやく日本の
産業界で量産の地位を固めつつあった。
そういう時にプリウスの企画が始まった
のです。
　つまり、いろいろな基盤技術が成熟し
つつある中で、当時の奥田碩社長が「1997
年に出せ」と指示したのです。

吉川　 いつ、おっしゃったのですか。

渡邉　社長になった1995年です。市場
化の前出しをして「2年で出せ」、です
よ。善良にして普通のエンジニアだった
ら、あんな判断はできない。無謀だと
思ったでしょう。きっちり仕上げて、コ
ストも下げてというふうに思うじゃない
ですか。それを2年後だという。それは、
COP3（気候変動枠組条約第3回締約国会
議）の京都会議に照準を合わせたもので
した。奥田は名うての三重商人の血をひ
いており、ビジネスに対する直感には鋭
いものがあります。もしこの時、奥田の
この決断が無かったら、ハイブリッドは
今も未だ、大量市場導入されていないか
もしれない、と思います。

リーダーシップ

餌取　車の開発は総合技術ですから、い
ろいろな部署をまとめないとできないと
思いますが……。

渡邉　日本の自動車メーカーの多くはプ
ロジェクト制を敷いています。チーフエ
ンジニアがいて、エンジン、電子技術、
ボディといった各設計グループを束ねて
引っ張っていく。実はこの仕組みがもう
一つ、プリウス開発に寄与していると思
います。内燃機関だけをやっている人か
らは、モーターとの組み合わせという発
想はなかなか生まれてきませんね。ハイ
ブリッドのような革新技術の実現には、
多くの技術の組み合わせと融合が必要
となるでしょう。プリウスの場合は製品
の目的性能を画期的なものとする為に、
チーフエンジニアの内山田竹志さん（現
副社長）が各技術分野を束ねて引っ張っ
ていく役割を果たしたわけです。

餌取　リーダーシップの存在の大きさで
すね。

吉川　産総研は他ではできない基礎研究
をやるのがメインの使命です。しかしそ
れだけでは、論文を書いている研究者の
ための研究所になってしまう。産総研と
いう名前から言っても、総合研究所とい
う名前から言っても、産業に関係したも
のをやらないといけない。だから、深い

クルマと環境
自動車社会の未来を技術で考える

吉川弘之：写真中央　渡邉浩之：写真右　餌取章男：写真左
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基礎研究から製品化までつながるテーマ
を何とかやろうとしているのです。
　今のお話で感慨深いのは、何十年かか
ることも辞さないというか、時間がか
かってもよいからとにかく基礎研究で新
発見をしたら、それを製品にしてみよう
という姿勢。その製品が10年、20年、30
年と分野をリードしていく。
　これから環境問題がますます重要な意
味をもってくると思いますが、環境に適
合した基礎研究とはいったい何なのかと
考えた時、いわゆる普通の基礎研究と
違って、遠い将来を見ながら基礎研究を
やらねばならないと再認識しました。

総合効率を求める融合技術を

餌取　ハイブリッドはこれからの車の一
つの大きな柱になりますが、燃料電池は
どうでしょうか。

吉川　燃料電池も原理は古く、それがも
のになっていく過程は、外から見ていて
も非常に興味がわきました。企業や大学
や研究機関を問わず、技術の進展の仕
方というのは共通性があると感じていま
す。

渡邉　最近の米国鉱山局の報告では、平
均値では2036年、最悪の場合2027年く
らいに石油の生産量がピークに達して、
減少する可能性が示されています。従っ

て1次エネルギー供給を多様化しないと、
人類の生産活動や生活を支えていくエネ
ルギーが不足してしまう。
　CO2等の環境問題に対しても、燃料電
池は一つの切り札になるので大変期待し
ています。しかし、燃料電池というエネ
ルギー変換技術さえあれば世の中が変わ
るかというと、私は違うと思う。内燃機
関であれ、燃料電池であれ、機械は負荷
に応じてその効率は変化する。従って、
その効率を飛躍的に高める為には、拡散
の小さな電気エネルギーとのハイブリッ
ドと思っているのです。

餌取　燃料電池の問題点はいかがですか。

渡邉　車を駆動するシステムだけを変え
ればよいかというと、そうではないで
しょう。燃料電池の燃料である水素はど
うでしょうか。現在、天然ガスから水素
を作る熱効率は60%くらいだと思います。
それをもう少し改善しないといけない。
水素製造プロセスの技術革新が必要だと
いうことです。さらには、バイオやリニュ
アブルの利用、水素製造時のCO2分離・
固定の技術も必要となります。
　こう考えていくと、単一のものだけで
は問題が解決できない時代になっている
ことがわかります。いろいろな自然科学
分野を組み合わせないと、イノベーショ
ンは起こらない。社会科学も動員しない
とダメかもしれない。

餌取　まさに融合技術が必要となるわけ
ですね。

吉川　自動車が今日の問題を解決する
牽引役を果たしつつあると申し上げま
したが、これには理由があるのです。
自動車は非常に多様で、現代的な問題
をすべて含んでいるからです。今エネ
ルギーの話が出ましたが、エネルギー
は車以外にもさまざまな課題が残され
ています。ベストミックスと言われる
ように、石油があったり石炭があった
り、原子力もあるし、太陽電池などい
ろいろなものがある。
　ところが個々の技術開発体制は、実は
ばらばらなのです。石油関係は化学者が
やっていて、原子力は物理学者がやって
いる。太陽電池は材料や物性の分野。バ
イオマスは農学者。全員がエネルギーを
テーマに研究しているのですが、お互い
に交流がない。本当に必要なのはエネル
ギーなのに、です。
　私は国際科学会議で、いろいろな科学
分野を結集してエネルギーグループを作
ろうではないかと提案したのです。エネ
ルギー源の問題は別々だけれど、「使用」
という立場から考えれば皆同じだから、
その同じ立場に立って考えようと。
　そこからいけば、省エネやエネルギー
効率の問題が最大の課題になってくるわ
けです。自動車というのはその典型です。
エネルギー問題という人類の抱えている
問題の縮図が自動車の中に入っており、

エネルギー問題という
人類の抱えている問題の縮図が
自動車の中に入ってきている。
そういう意味でも、自動車技術は
産業のリーダーたるべきだと思うのです。
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そういう意味でもリーダーたるべきだと
思うのです。

渡邉　燃料電池のライフサイクルアセス
メント（LCA）をやった時、その結果に
びっくりしてしまいました。CO2排出の
ケースですが、普通のガソリンエンジン
を1とすると、ハイブリッドは約0.6とな
ります。ところが燃料電池は0.8程度で、
ハイブリッドより悪いのです。それは、
先ほど申しました水素製造時にCO2をた
くさん排出することの他に、現在の燃料
電池を作っているいろいろな材料、例え
ばアルミやCFRP（炭素繊維強化樹脂）等
の製造には多量の電力を必要とします。
材料製造・リサイクルの革新が必要と言
うことです。

基礎研究と産業

吉川　今のお話は、トヨタで燃料電池を
やってみてわかったわけですね。そこか
ら基礎研究に戻るわけですね。

渡邉　そうです。

吉川　基礎研究というのは基礎研究科学
者の知的好奇心だけでやるものではな
く、人類の将来を見ると必要となるよう
な研究だと主張しているのですが、今の

お話はこれと符合しますね。燃料電池は
その一例です。

餌取　基礎研究と産業とのフィードバッ
クシステムを確立するのは、産総研の大
きな役目ですね。

渡邉　そうだと思います。我々も2002年
に、わずかですが燃料電池自動車の市場
化を行いました。従って、車を数台走ら
せる技術は既にあるということです。し
かし、もっと信頼性を上げよう、長寿
命化をやろう、コストダウンをやろうと
思って、電池セルの中で何が起こってい
るか、メカニズムはどうなっているか、
もっと効率を上げるにはどうしたらよい
かということで基礎サイエンスに戻って
みると、意外と何もわかっていないこと
に気がついたのです。
　バック・トゥ・ザ・ベーシックという
ことで、製品技術開発と同時進行で基礎
科学の深堀りをやって行く必要があるの
ですが、企業単独ではどうしようもあり
ません。しかもその解が、特定の学問の
領域から出るという保証がないのです
から、知のネットワークと融合のような
ものを作らないとダメなのです。研究ユ
ニット間の連携・融合や外部とのネット
ワーク強化などによって産総研の強みを
発揮すべきだと思います。

吉川　昔の蒸気エンジンから熱力学と機
械力学、流体力学の基礎ができました。
新しい燃料電池は伝統的な分野には属さ
ないわけですから、そこに今までにない
基礎分野が生まれる可能性がある。従来
の化学は、物質がランダムにぶつかり
合って反応するのが前提だった。ベアリ
ングや軸に象徴される機械工学にはラン
ダムの概念は入っていない。ところが燃
料電池は、たぶんその両者がくっついた
ような、分子レベルで幾何的な構造を制
御する可能性があるのではないか。その
意味で、従来の機械工学でも化学反応で
もない学問分野を開拓していかないと、
この問題は解けないのです。
　現実問題が起こると必ず基礎研究の必
要性が現れる、その典型的な例と言える
と思います。

死亡事故ゼロの車

餌取　未来の自動車の発想はあります
か。

渡邉　日本では“53年マル排*”という経
験をしています。当時の自動車製造会社
は、その規制に最初は揃って反対しまし
た。技術がまだ確立していない、できた
としてもドライビングなど性能上問題が
あるし、コストが上がる、車は売れなく

単一のものだけでは問題が解決できない
時代になってきています。
いろいろな自然科学分野を

組み合わせないと、
イノベーションは起こらない。

＊53年マル排：昭和53年排ガス規制。昭和53年に設定されたガソリン乗用車の排ガス規制値。大幅なNOx軽減が定められた。
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なる、ということで反対したのですが、
当時の自工会の豊田英二会長が実施の最
終決断したわけであります。
　そして誰も想像していなかった結果と
なりました。世界で一番厳しい排ガス規
制をクリアした、クリーンで信頼性の高
い車ですから、当然の結果として、世界
に於ける競争力が大変上がりました。そ
こから、日本の車がどんどん世界に輸出
されていくようになった。ネガティブな
ところを技術革新してしまうと、それが
ポジティブに変わった新しい世界が生ま
れるという理事長のおっしゃった例です。

吉川　他の産業に対しても、大きなイン
パクトを与えた。

　例えば交通事故による死者は現在7000
人を超えており、豊田名誉会長は、ゼロ
を目指せと言っています。ゼロのビジョ
ンが建てられると、そこに技術革新のネ
タがいっぱい見えてきます。
　日本の交通事故死を見ると、二輪車運
転者、歩行者が多い。しかもブラインド
コーナでの出会い頭衝突事故が多い。新
しい研究の方向が定まってきます。一つ
はITS（高度道路交通システム）だと思い
ます。インフラ部分から車に情報を与え
て警告を出す。あるいは、衝突を回避さ
せる介入制動の技術が必要となる。
　赤信号を無視して暴走する車を止める
ためには何をすればよいのか。歩行者と
車をどうコミュニケーションさせればよ
いのか。歩行者は通信のハードウエアと
して何を持つべきか。この領域について
も、産総研には沢山の研究者がいますね。
そういうものを全部組み合わせると、も
しかしたら交通事故死ゼロに近いものが
できるかもしれない。
　それから渋滞。アメリカのある研究所
が、2025年には、ある地点からある地
点に行く時間が半減する可能性があると
言っています。車、飛行機、列車の高速
化だけでなく、乗り継ぎや渋滞の時間を
ITの力でスムーズにしたらよいと提案
しているのです。確かに今の我々の交通
システムは、個々の最適化はなされてい
るのですが、連結にはなっていないです
ね。そうであれば、そういう社会を実現
する為にはどのような技術と政策が必要
でしょうか。

餌取　車自体の問題ではなくて、システ
ムの問題ですね。

渡邉　ええ。だから、ますますいろいろ
な分野が統合しないとできないような課
題がたくさんあるわけです。

吉川　明快ですね。難しいところをや
ればよいと。では産総研は何をするの

か。今の産業を見た時に、総体としては、
CO2を出すとか環境に対してマイナス部
分が大きい。それを、一歩一歩よい方向
に重心移動していくのだ、と私は言って
います。それに対して、技術研究がサー
ビスするのだと。共通の概念が大事で、
協調の効率を上げることが必要ですね。

産学官連携

渡邉　産業界が使いたいニーズや困って
いる課題と、学が持っている研究を結び
つけなければいけない。実は産学の連携
の場が、日本ではまだ少ないのです。大
学の平均値で、日本は全体の投入資金の
うち2%が企業からの資金だと言われて
いますが、アメリカは5%、ドイツはお
よそ12%と記憶しております。

吉川　そんなにありますか。

渡邉　私もこの数字には驚きました。産
総研のポジションおよび使命を痛感しま
す。

吉川　今のお話を産総研の側から見る
と、実はいろいろ試みているのです。一
つは共同研究。包括協定を結んで、企業
と産総研がそれぞれ年間1億円程度ずつ
出して、そこでいろいろな研究をやろう
ではないかというものです。大きな企業
の目的に合った研究を並べるのですが、
テーマを決めるために時間がかかりま
す。抽象的な契約になると、その後に時
間が必要だということです。
　一方、個別の共同研究があります。こ
れになると、今度は狭くなりすぎてしま
う。研究者にとっては片手間のようにな
り、企業から見ると、研究はほぼ終わっ
て最後の詰めを大学とかにやってもらう
ケースが多く、これまた片手間になって
しまう。
　そこで今はいろいろな工夫をしていま

渡邉　その通りですね。

吉川　他の産業から「自動車に続け」と目
標になった。本当に大きな出来事でした。

渡邉　60年代、70年代の公害や排気ガス
の問題解決のプロセスから、日本産業界
は、問題が起きてから規制という対症療
法で対策していくよりは、未然防止、総
合的な判断のもと、自主的な取り組みの
方がよいという考えに変わりました。ネ
ガティブポイントを解決することで新し
い世界が創造できるのであれば、話は簡
単です。現在、難しいと言っていること
にチャレンジすればよい。
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す。一つは、産総研の組織が後押しして、
外から経営者を連れてきてベンチャーを
やってみるという試みです。
　それから「ハイテクものづくり」。材料
研究にとどまらない“材料製造研究”と
言っているのです。具体的にモノにする
には専門外の知識が要ります。このよう
に研究論文にはなりにくい研究の遂行を
エンカレッジする仕組みをつくっていま
す。
　それから、知財部が各研究員が持って
いる知財を見て、「これとこれをくっつ
ければうまくいくかもしれない」という
ことで、今まで会ったことのない人同士
を会わせ、一つのプロジェクトを作る「IP
インテグレーション」。このようなさま
ざまの工夫をしながら、企業が本当に欲
しいものにどう近づいていくか試みてい
ます。そのうちうまくいくと思うのです。

渡邉　私はうまくいくと思いますよ。

吉川　産総研のように、組織的に自由度
の大きいところで、研究者が気持ちよく
産学官連携できる場をつくろうと思って
いるのです。2%というのは少しびっく
りしましたが。

渡邉　日本の大学の平均値です。だから、
そこを打破するリーダーシップを産総研
が握るべきだと思います。

渡邉　コンパクトな町をつくれという議
論がありますが、移動距離は減らずに行
動範囲はさらに広がってしまう。人間の
根源的なものではないでしょうか。

吉川　おもしろいですね。1人当たりの
移動距離を上げるためには、どういう方
法をとればよいかという概念が出てくる
わけですね。そこに一つの技術の課題が
あるかもしれませんね。

渡邉　その通りです。ですから、移動の
簡素化とか、移動のパーソナル化、移動
のユビキタス性なり、おもしろい将来の
夢が描けるのではないでしょうか。

餌取　ありがとうございました。

移動と人間

餌取　ポスト自動車というのは考えられ
ますか。

渡邉　さまざまな国について、横軸に1
人当たりのGDP、縦軸に移動距離をプ
ロットしたデータがありますが、GDPが
上がると必ず移動距離は増えるのです。
逆に言えば、移動距離を延ばさないと、
豊かにならないのかもしれない。ですか
ら、自動車かどうかは別にして、人間が
移動する手段は残るだろうと思います。

餌取　人間は移動することに意味をもつ
存在だということですね。

古い科学への異議申し立て

餌取　技術の方向性は大事な問題だと思
いますが、もう一つ大事なのは、技術を
享受している一般の人々にそれがきちん
と伝わっていないことがあります。例え
ば、アメリカ人に“技術は我々の生活に
恩恵をもたらすか”と聞くと、3人のうち
2人はイエスと答えます。日本人で調べ
てみると1対1で、どちらかというと否
定派が多いのです。

吉川　科学技術に関する知識をきちんと
伝え、多くの人々に理解してもらうこと
は重要です。ただ、ご指摘の問題は簡単
に割りきれない面があります。今、時
代が変わりつつあるところに立っていま
す。現代の科学技術は基本的に15世紀の
大航海時代の延長線上にあると思う。新
しいものを作ればよく、自然は脅威で
あって、それを人工化することで安心し
てきた。
　しかし今はそうではない。エネルギー
が足りなくなった、環境が悪くなった、
この状態をできるだけ守らないといけな
い。そこで、自然を改変する方向から、
今あるものをそのまま温存しようと思う
ようになったのに、そのための科学がな
いのです。
　そういうふうに時代精神が変わってき
た時に、かつてのやり方の科学技術に対
して一種の抵抗感をもつのは、むしろ当
然かもしれません。プリウスや燃料電池
は、できるだけ遠くまで走ろうとか、で
きるだけ速く走ろうというのとは全然違
いますよね。
　そういう古い科学に対する異議申し立
てが日本人の科学観だとすれば、それは
日本人のほうが進んでいるのかもしれな
い。そこをバネにして、新しい技術開発
をめざすべきでしょう。アメリカは時代
の変化に気がついていないのかもしれな
い。そういう意識があることを、日本は
むしろ大事にしたらよいと思います。
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自動車保有台数が世界的に増加の一途
を辿っている中、環境にやさしい燃料電
池自動車の本格的普及が待ち望まれてい
ます。 燃料電池が環境負荷低減に適した
動力源であることは言うまでもないこと
ですが、水素を燃料とする場合には、エ
ネルギー供給を石油系資源に頼ることな
く、再生可能エネルギーやバイオマスを
も含む多様なエネルギー資源が活用可
能であることから、エネルギーセキュリ
ティーの観点からも、貴重な技術である
と考えられています。  ここでは、主に自
動車用燃料電池の課題と、それに対する
産総研の取組みを紹介します。

燃料電池自動車がもたらす
クルマの未来
燃料電池自動車は、燃料電池が高効

率であることから、いわゆる「Well to 
Wheel」の総合効率がガソリン内燃機関
自動車（ICE車）に比べて飛躍的に向上す
るものと期待されています。 例えば、ト
ヨタ自動車は、燃料電池自動車の本格的
普及に向けての効率目標をICE車の3倍

と見積もっています（図1）。 また、燃料
電池自動車は車両上での排出物が水のみ
であることから環境負荷への影響も圧倒
的に低く、自動車産業が生産量を増加さ
せていく中、生産量を凌ぐ環境負荷低減
が実現できる最も有効な手段といっても
過言ではありません。 ただし、現時点で
の二酸化炭素排出量試算結果では、ハイ
ブリッド車に対する優位性は少ないです
が、水素製造技術等の改良で優位性を高
めることが可能と考えられます（図2）。

燃料電池の課題
自動車用燃料電池の技術ロードマップ

のうえでの最大課題はなんと言っても大
幅なコスト低減と、主に耐久・信頼性確
保を軸とする高性能化の二点であると考
えられています。 一般的に、耐久信頼性
の向上策はコスト増をもたらし、本来の
革新的なコスト低減のニーズには反する
ものです。 したがって、性能向上と大幅
な低コスト化を実現するために、「革新
的技術」の登場が待ち望まれています。 こ
の革新的技術は、従来のエンジニアリン

グ手法に加えて、基礎研究に立ち返った
科学的なアプローチによってもたらされ
るものと考えられます。 原点回帰、すな
わち基礎研究が必要とされていますが、
燃料電池技術は、電気化学、触媒化学、
高分子化学、さらには物理学や機械工学
等の幅広い分野でのナレッジの融合が必
要であり、それぞれの分野での研究のみ
では、現実の燃料電池の世界に的確な科
学的示唆をもたらすことが困難な状況と
言えます。

FC-Cubicの目指すもの
産業界の強い要請を受けて、経済産業
省 資源エネルギー庁 燃料電池推進室よ
り、産総研に「燃料電池の基礎研究を強
く促進するための研究ユニットの設立」
が提案され、平成17年4月に「固体高分
子形燃料電池先端基盤研究センター（FC-
Cubic）」が設立されました。FC-Cubicでは、
前述の「革新的技術」として、産業界から
の強い要請に基づき、高性能化/コスト
低減に最も影響が大きい「電極触媒」、「電
解質」、および「多層（相）界面を経由して

自動車用次世代動力源
燃料電池がもたらすクルマの未来
固体高分子形燃料電池先端基盤研究センター  研究センター長　　
長谷川 弘

図1　燃料電池自動車の総合効率（資料提供：トヨタ自動車）
　*1 天然ガスから改質で水素製造の場合　　*2 電流法による

���
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の物質移動」の3項目に研究テーマを絞り
込みました。 
この3つの研究テーマについて、まず

燃料電池の中で「何が起きているのか」を
正確に計測・解析する技術の研究に取り
組みます。例えば、電極触媒上では、ど
の様な化学反応がどの様な反応速度で進
行しているのかをその場観察手法を駆使
して解明をします。
このように、開発した正確な計測・解

析技術を駆使して、これまでの燃料電池
技術の限界を把握すると供に、各テーマ

で得られたナレッジを融合することで、
何が限界を律しているのかを精緻に究明
します。ひとたび律速過程が明確になれ
ば、従来技術の限界を突破する糸口が見
えて来るものと期待しています。 この糸
口こそが「革新的技術の創製」そのものと
考えています（図3）。 また、このように
常に産業界での製品化に繋がるイノベー
ションを意識して研究を進めることで、
科学と産業を上手く橋渡しすることが
できる人材が育つものと期待をしていま
す。 世界に向けての燃料電池技術のリー

ドと併せ、人材育成はFC-Cubicの重要な
ミッションのひとつです。
わが国の経済活動が環境を守りながら
発展していくために、世界に先駆けての
燃料電池技術の本格的普及に向けたFC-
Cubicの新しいチャレンジに是非期待し
ていただきたいと願っています。

図2　Well to Wheel CO2 排出量
（資料提供：トヨタ自動車）
ガソリンエンジン車を1としたCO2
排出量の比較
数値はトヨタ自動車試算
（10－15モード）

図3　FC-Cubic における基礎研究の進め方
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バイオマス燃料の現状と将来
バイオマス由来のエタノール、BDF

（Bio-Diesel Fuel）、ガス化合成液体燃料
（BTL：Biomass To Liquids）等のバイオ
燃料は、バイオマスが再生可能エネル
ギーのうち唯一炭化水素系で、かつカー
ボンニュートラルであることから、ブラ
ジルや欧米等ですでに導入されており、
日本でもE3（エタノール3%添加）やB5
（BDF5%添加）を第一ステップとして、
燃料品質の規格化やエンジン性能の試験
等が進められています。現状では、バイ
オ燃料の製造コストは石油系に比べれば
割高と言わざるを得ませんが、バイオ燃
料がもたらす効果には、炭酸ガス削減ば
かりでなく、硫黄、窒素等のヘテロ化合
物や芳香族が含まれていないことによる
自動車排ガス浄化への期待も持たれてい
ます。
エタノールやETBE（エタノールとイ

ソブテンとの反応によって合成される）
等のバイオマス由来の新燃料は、含酸素
燃料であるため単位重量当りの発熱量が
小さいものの、ガソリン品質の重要指標

であるオクタン価が極めて高いという特
徴を持っています。
ETBEは、エタノールが抱えていた水

分混入の問題が少なく、ガソリンとのブ
レンドが容易であることから、すでに、
フランスやスペイン等では、ETBEを6
～7%程度ブレンドしたガソリンが市販
されています。EU諸国では、環境負荷
の小さいバイオマス由来エタノールに税
制優遇措置（1リットル当りフランスで
0.38ユーロ、スペインで0.39ユーロ）を実
施して、バイオ燃料の導入促進を図って
いることが注目されます。
これまで行われてきた、糖・澱粉等

を原料とするエタノール製造では、将来
的に食料と競合するため、新しい製造法
の開発が求められています。現在は、生
産系のリグノセルロース系バイオマスか
らセルロースの糖化によって、エタノー
ルを製造する研究開発が進められていま
す。セルロースからのバイオエタノール
製造方法は、木質系の原料を使うか草木
系の原料を使うかによって難易度が異な
るのですが、いずれの場合にも、セルロー

ス成分をリグニンやヘミセルロース成分
から分離し、さらにセルロースを発酵前
に糖化処理する必要があります。セル
ロースの糖化法としては、主として、濃
硫酸法、希硫酸法やセルラーゼ等の酵素
を用いる酵素糖化法が挙げられます。

さらに低環境負荷な新エタノール製
造プロセスへ
産総研では、水だけを用いる非硫酸
法によるグリーンプロセスの開発を目指
して、加圧熱水処理とメカノケミカル粉
砕の組み合わせによって成分分離と糖化
促進を同時に達成する水熱糖化法および
トータル利用システムの研究開発を進
めています（図1）。この方法では、水熱
抽出温度を段階的に昇温することによっ
て木質系バイオマス等からヘミセルロー
ス、セルロース、およびリグニンを逐次
的に抽出分離し、前二者を各々個別にペ
ントース、ヘキソース糖化、発酵するこ
とが可能となります。実験室レベルでは
リグノセルロースからのエタノールの理
論収率に近い収量を達成できることを明
らかにしました。この非硫酸糖化・エタ
ノール発酵法では、硫酸法に比べて硫酸
の濃縮・リサイクルの必要がなく、成分
分離したリグニンの高付加価値利用も可
能になります。

バイオマスからのクリーンディーゼ
ル燃料の製造
 最近、大都市部を中心にディーゼル車
によるPM（Particulate Matter）、NOx、
SOxの排出による大気汚染が深刻化し
ていることから、ディーゼルサルファー
フリー及びアロマフリーの超クリーン
ディーゼル燃料製造の要請が高まってい
ます。その中で、炭酸ガス削減と排ガス
浄化の同時達成に向けたバイオマス由来
のクリーンディーゼル燃料の製造技術の
開発が進められています。

低環境負荷な新しい燃料への挑戦
自動車用バイオマス燃料の普及に向けて
バイオマス研究センター  研究センター長　　
坂西 欣也

図1　産総研バイオマス研究センターの木質バイオマスからの新燃料製造トータルスキーム
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ディーゼル代替燃料として期待され
ているバイオディーゼル燃料（BDF）は、
パーム椰子から得られるパーム油や、菜
種油等に含まれる油脂類の主成分である
トリグリセリドを、エステル交換反応
によって脂肪酸メチルエステルにして製
造されています。油脂類のアルカリ触媒
によるメチルエステル化法の高効率化と
ともに、メチルエステル交換反応にとも
なって副生するグリセリンの有効利用法
ならびに廃アルカリ触媒の回収法の確立
などが開発のキーポイントといえます。
BDFは、石油系ディーゼル軽油に比べ
て硫黄や芳香族含量が小さいため、排ガ
ス中の硫黄酸化物やPMの含量が低くな
り、かつバイオマス起源であるため炭酸
ガス削減にも寄与できると期待されてい
ます。
ジメチルエーテル（DME）も、LPG（液

化石油ガス）と類似した性状を有し、輸
送・貯蔵が簡便であるため、民生用、輸
送用や発電用燃料としての利用が可能な
クリーンな新燃料として期待されていま
す。DMEは、石炭や石油、天然ガス等
の化石資源だけでなく、バイオマスのガ
ス化によって生成する合成ガス（CO、水
素）からも製造できるため、一次エネル
ギー源の多様化とともに、炭酸ガス排出
量の低減にも貢献できます。また、その

クリーンな燃料特性（サルファーフリー、
アロマフリー）により、超低公害の次世
代のディーゼル燃料としても期待されて
います。
バイオマスのガス化によって得られ

る合成ガス経由の超クリーンディーゼ
ル燃料（BTL-FT：Biomass To Liquids-
Fischer Tropsch合成燃料）の製造技術開
発が進められています。BTLは、GTL（Gas 
To Liquids）に比べて原料が化石資源由来
でないため、炭酸ガスの削減効果も見込
まれ、最近欧米を中心に技術開発が進め
られています。バイオマス研究センター
で開発中のBTLトータルシステムを図
2に示します。このようなFT合成触媒
反応による合成ディーゼル燃料製造技術
は、石油起源のディーゼル軽油に匹敵す
る製造コストを達成するためには、今後
さらに新技術を導入したFT合成トータ
ルシステムの開発が不可欠と言えます。
バイオマスを原料とするディーゼル

軽油は、優れた炭酸ガス削減効果を示
しているのに加えて、SPM（Suspended 
Particulate Matter）や酸性雨原因物資で
あるSOxの低減にも優れており、また燃
費も優れていることから、燃料電池自動
車が普及する次世代にわたって、地球温
暖化防止と環境保全の面から、最も優れ
た自動車燃料のひとつとして評価できま
す。
さらに、バイオマス資源の導入・普及
には、経済的に成り立つトータルシステ
ムの構築が重要であることから、バイオ
マス研究センターでは図3に示したよう
に種々のバイオマス資源をデータベース
化し、各種バイオマスシステムのプロセ
スシミュレーション技術による経済性・
環境適合性評価を行い、実用化可能なバ
イオマストータルシステムを提案するこ
とを目指しています。

地球環境問題解決への貢献
地球温暖化や大気汚染、森林破壊等の
地球環境問題は、石油を中心とする化石
資源に依存し過ぎた現代文明に起因して
いることから、昨今のバイオマスを中心
とする新エネルギー導入や省エネルギー
の徹底への取り組みは、単に日本だけ
の問題ではなく、全世界に共通する地球
規模の重要な課題です。日本発の技術開
発による「バイオマスからの新燃料製造
プロセスの実用化」や国際技術援助等を
通じて、地球環境問題の解決に貢献して
いくことが産総研の重要な使命と考えま
す。

図2　木質バイオマスの高効率BTL-FTディーゼル製造トータルシステム

図3　バイオマスシステム評価シミュレーション技術

入力 シミュレーション 出力

木材組成DB
 ● 分子構造
 ● 分子組成
 ● 元素組成
 　・・・・

価格データDB
 ● 装置
 ● プロセス
 ● 生産物
 　・・・・

解析項目
 ● エネルギー収支
 ● 物資収支
 ● コスト分析

木材組成DB
 ● 燃焼熱
 ● 含水率
 ● 標準生成熱
 ● エンタルピー
 　・・・・

物質収支DB
 ● 固液分離
 ● 酸素糖化
 ● エタノール醗酵
 ● FT 合成
 　・・・・

例：ETBE・BTL製造プロセスモデル

▲

 炭素収支

▲

 エネルギー収支

▲

 変換効率

▲

 環境負荷量（LCA）

▲

 トータルコスト

▲

 投資回収年

BTL

ガス化
～900℃

乾式
ガス精製 FT合成CO, H2

タール , S
CO, H2

（100～400℃）
CO2
水蒸気

→ディーゼル燃料
収率アップ

装置が
コンパクト →エネルギー

効率アップ

（N2を含まない）
N2を含まない 加熱不要

活性炭によるホットガスクリーニング
（タール・ヘテロ原子除去）
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自動車用の構造材に求められるもの
自動車の運転性能向上のための車体の

軽量化と空力特性の改善は、自動車開発
における昔からの重要な課題です。最近
では、二酸化炭素の温室効果による地球
温暖化が全人類の直面している危機とし
て認識されるようになり、全世界で8億
台以上保有され、日々増加しつつある自
動車から放出される、大量の二酸化炭素
の影響に注目が集まる中で、燃費改善に
よる排出量削減が強く求められていま
す。それを受けて、燃費改善のために車
体を一層軽量化するための研究開発が、
世界中で精力的に実施されています（通
常のガソリン車では、車体重量1トンか
ら1.5トンの範囲では、100kgの軽量化で
燃費が約1km/L程度改善することが知ら
れています）。 
しかしながら、自動車が人間を運ぶ機

械であるため、人間の身長や体重に制約
される車体の小型化には限界があり、車
体重量を増加させる要因である衝突安全
性や快適性の要求水準は年々高度になる
という厳しい条件が、車体軽量化の努力
には課せられています。
自動車を構成する材料は、自動車の生

産台数が膨大であることから、地球にお
ける埋蔵資源が十分に豊富で、できるだ

け少ない環境負荷で製造やリサイクルが
可能であることが求められます。中国や
インド等のBRICs諸国の人口を考慮して、
将来の世界の自動車保有台数を20億台と
考えると、自動車1台当たり100キロ使
用される材料は、2億トンが市場に流通
し、毎年数千万トンの部材が製造される
材料であり、資源の制約から候補材料は、
鉄、アルミ、マグネシウム及びプラスチッ
クに限られます。その上で、材料には易
リサイクル性が求められ、部材の価格は
自動車用部材として受け入れられるレベ
ルにまで廉価であること、構造材として
の優れた機械的特性（特に高い比強度）を
有し、複雑形状部材の成形加工が容易で
あることなど、多くの条件を満たさなく
てはなりません。

産総研における研究開発
産総研では、車体の軽量化に資する研

究開発として、軽量金属であるマグネシ
ウム合金、アルミニウム合金について、
ナノレベルから部材寸法にわたる組織制
御による特性の向上と多様化及び成形加
工に関わる研究開発を行っています。合
金設計ではなく、組織制御に注力してい
るのは、自動車の構造材として大量に使
用することを想定すると、埋蔵資源の量

的な制約や偏在によって将来の安定供給
に不安のあるレアアース等を、機能向上
のための添加元素として使用すること
は、可能な限り避けることが望ましいと
考えているからです。
マグネシウム合金等の軽量金属材料を
対象とした主な研究課題は以下のとおり
です。

1. 金属ガラス化、結晶の極微細化による
高強度・易加工性化等の特性向上及
び、多孔質化による衝撃吸収能の向上
等の、各種の高性能化組織制御プロセ
ス技術の開発

2. セミソリッド成形技術、連続鋳造技術、
超塑性加工技術、摩擦攪拌接合技術、
異周速圧延技術等の、組織制御技術と
融合した成形加工技術の開発

3. 固体プロセスを用いたアップグレード
リサイクル技術の開発
図1は、冷却凝固過程にある溶融金属
に電磁振動を付加することで、微細な気
泡を発生させ、それらが崩壊する際のミ
クロ領域での超高圧超高温を利用して、
金属ガラス化過程における冷却速度の影
響を低減し、金属ガラスを創製した実例
です。このプロセスにより、優れた強度
と耐食性を示す軽量金属の金属ガラスや
微細結晶材料を低コストで量産する技術
の確立が期待されます。

燃費向上でCO2 削減
軽量化のための構造材と加工技術
サステナブルマテリアル研究部門 副研究部門長

中村 　守

図1　金属ガラス形成能に及ぼす電磁振動力の影響
(Mg-25Cu-10Y合金、金属に流れる電流：5A、電磁振動の周波数：5000Hz)

B = 0T B = 10T

50µm

金属結晶相
（電磁振動なし、磁場強度：０テスラ）

金属結晶相
（電磁振動あり、磁場強度：１０テスラ） 図2　強加工によって結晶粒を1ミクロン

程度まで微細化した純アルミニウムの透過
電子顕微鏡写真

1µm
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クルマと環境
自動車社会の未来を技術で考える

図2は、強加工によって結晶粒子を微
細化したアルミニウムの組織です。成形
すべき部材の形状・寸法によって、適切
な組織制御プロセスを選択できるよう
に、多様なプロセスを研究しています。
図3は、価値の低いスクラップを、鍛

造加工可能で高強度な価値の高い素材
に、溶融過程を経ずに再生する、アップ
グレード固体リサイクル技術の概念を示
したものです。固相状態での強加工と、
それによる表面酸化層の破砕とスクラッ
プ同士の結合とを利用した省エネルギー
型のプロセスです。

図3　アップグレード固体リサイクル技術の研究開発の概要

低フリクションで効率を上げる
先進製造プロセス研究部門　　北　 英紀

【潤滑油】

【材料】 【設計】

●  低粘度化
●  摩擦調整剤
●  極圧剤
●  粘度指数制御 等

●  固体潤滑膜
●  硬質被膜、表面改質
●  弾性シール材
●  軽量材料
●  高熱伝導材 等

●  接触面積低減
●  油供給
●  張力低減
●  滑り→転がり 等

環境に優しい
排ガスがきれい

低燃費
経済性

高い安全性
信頼性
快適性

トライボケミカル
反応

親油性

▲
境
界
領
域

トライボケミカル反応、
材料の固体潤滑性

摩擦調整剤、および材料
表面とのトライボケミカル
反応、潤滑油供給設計

潤滑油の低粘度化

動弁系（カム / タペット）

ピストン系Ⅰ（ピストンリング / シリンダライナー）

ピストン系Ⅱ（ピストンスカート / シリンダライナー）
境界潤滑

混合潤滑

流体潤滑

摩
擦
係
数

（（速度×粘度）／加重）をパラメータとする関数

どうやってエンジンの摩擦を小さくするのか
エンジンの摩擦損失の低減は、環境、安全・信頼性、

そして経済性といった多くの技術軸の中で捉え、その
対応においては各部の潤滑状態を把握した上で、潤滑
油、材料、設計をうまく組合せた手法を採る事が必要
です（図1、2参照）。例えば流体潤滑が主体となるピス
トン系の場合、潤滑油の低粘度化は摩擦低減に有効で
すが、その場合、低速域や始動・停止時には境界潤滑
域が拡大し、また元々境界潤滑が主体の動弁系では摩
耗や焼付きが生じ易くなります。摩擦調整剤はこうし
た問題を防止する為に添加されますが、材料表面との
トライボケミカル反応の起り易さによって効果は異な
る事があり、例えば無潤滑で摩擦係数の小さい材料が
必ずしも油潤滑下で低摩擦を示すとは限らないのです。

今後どんな研究や技術が必要か
今後、益々厳しくなる排ガス規制への対応として

潤滑油中の灰分や燃料の硫黄分は減り、またDMEや
GTL等、多様化する燃料は摩擦や摩耗にとって不利な
要因を含んでいます。それを乗り越え、低フリクショ
ンエンジンを実現するには新しいコーティングや表面
改質は不可欠な技術ですが、それには材料と潤滑油と
の相互作用を明らかにする研究や材料を活かす設計な
ど、分野を超えて境界領域の課題解決に取組んでいく
事が必要となっています。 図2　エンジン各部の潤滑状態と摩擦低減手法との対応

図1　摩擦損失を低減するための手法とねらい

固相プロセスによる
リサイクル材の直接再生

軽量合金の構造材への適用拡大

“固体リサイクル”
を利用した

マテリアルフロー

“従来型リサイクル”
を利用した

マテリアルフロー

低エネルギーでの
マテリアルフローの実現

結晶粒微細化に伴う
材料特性の向上

不純物の均一分散による
不純物の無害化

再溶解　　　精錬　　　凝固　　　熱処理
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「糖鎖」研究の3大ツール
がん、免疫、感染症、再生医療の鍵である糖鎖の研究を
飛躍的に加速

はじめに
タンパク質の翻訳後修飾の中で糖鎖修飾は最も重要であ

るが、その構造や合成系の複雑さゆえに、研究対象として
敬遠されがちである。生体内のタンパク質、脂質の多くに
糖鎖が付加されており、それぞれ糖タンパク質、糖脂質と
呼ばれる。糖鎖の付加によりタンパク質は最終的に生理機
能を獲得する。1980年代後半に勃興したゲノム世代は、21
世紀初頭にヒトゲノムの全解読を完遂した。DNAシークエ
ンサー、シンセサイザー、マイクロアレイなどの技術が飛
躍的に革新された結果、予想よりも早く終結した。PCR技
術はきわめて大きな発見であった。その後、タンパク質を

網羅的に解析しようとするプロテオーム世代が始まり、現
在、ピークに達しようとしている。質量分析計の革新的な
開発が現在も進んでおり、それによるアミノ酸配列のハイ
スループットな解読が可能になったからである。ゲノム解
読の結果、整備されたデータベースが、質量分析計による
部分的アミノ酸配列同定からタンパク質を特定することを
可能としている。しかし、リン酸化や糖鎖付加などタンパ
ク質の機能を制御する翻訳後修飾に関しては、まだそれを
ハイスループットに解析する技術が存在しておらず、現時
点で最重要な開発課題と思える。現在は、ポストゲノムで
はなくあえてポストプロテオーム世代と呼びたい。その中

でも、最もチャレンジングな課題が、糖鎖の
付加された糖タンパク質を丸ごと解析するグ
ライコプロテオームであろう。

糖鎖遺伝子
生体内での糖鎖合成に関わる遺伝子群を総
称して、糖鎖遺伝子と命名した。5年前に発足
した研究チーム名に、我々のこの創作語を冠
した。この5年間弱の研究戦略は以下の通り
である。図1に、その流れを示してある。1）
H13～15年のNEDO糖鎖遺伝子プロジェクト
（GG-PJ）において、ヒトゲノム配列やcDNA 配
列のデータベースの中から、バイオインフォ
マティクス技術を駆使して、糖鎖遺伝子を網
羅的に探し出す。それらをすべてクローニン
グして、遺伝子をさまざまな発現系を用いて
リコンビナント酵素とする。それら糖転移酵

産総研では、ゲノムやタンパク質に続き、生命現象に関与する第3の生命鎖として注目される生体分子「糖鎖」について、
1）糖鎖遺伝子、2）糖鎖ライブラリ合成ロボット、3）糖鎖微量迅速解析システム、の3大研究ツールの開発に世界で初め
て成功した（図1）。核酸、タンパク質には、それぞれに配列解析装置や合成機などが開発され研究が飛躍的に進展してき
たが、糖鎖についてはそのような装置はなく、その開発が長らく望まれていた。これらのツールを利用することによって、
核酸やタンパク質だけでは説明できなかった様々な生命現象を探る研究が飛躍的に加速すると期待される。

Like proteins and nucleic acids, glycans, the third class of repeating biopolymers, have essential roles in living organisms. 
However, tools to synthesize and analyse the glycans have been lacking. The Research Center for Glycoscience in AIST 
has successfully developed three important tools for glycomics research; the glycogene library, the preparation robot for 
the oligosaccharide library, and the rapid and sensitive analyzing system for oligosaccharides. Exploring the perplexities of 
life which cannot be explained with nucleic acids and proteins will be accelerated by using these innovative tools. 

図1　「糖鎖」研究3大ツール（糖鎖遺伝子、糖鎖ライブラリ合成ロボット、糖鎖微量迅
速解析システム）の開発
網羅的にクローニングされた糖鎖遺伝子リソースを活用して、糖鎖ライブラリ、糖鎖タン
デム質量分析スペクトルデータベースが構築された。

NEDO:糖鎖エンジニアリング（SG）PJ

H15年度～H17年度

糖鎖ライブラリ

多段階タンデム質量分析（MSn）

糖鎖構造

2.糖鎖ライブラリ合成ロボット

3.糖鎖微量迅速解析システム

島津

MKI

質量分析計
（AXIMA-QIT）

1.糖鎖遺伝子

多種類の糖転移酵素

H13年度～H15年度

NEDO:糖鎖遺伝子(GG）PJ

ヒトゲノム

エンザイムキュー合成法

分析試料

糖鎖MSn
スペクトルDB
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トピックス

「糖鎖」研究の3大ツール

素の in vitro での糖鎖合成活性を解析する。H16の3月の時
点で、糖鎖遺伝子ライブラリすなわち糖転移酵素ライブラ
リがほとんど完成した（図2）。2）H15～17年のNEDO糖鎖
エンジニアリングプロジェクト（SG－PJ）により行われた。
SGプロジェクトはH18の2月に終了する。各酵素の合成す
る糖鎖構造が判明した後、種々の酵素を組み合わせること
により、さまざまな構造の糖鎖、あるいは糖ペプチドを、
自由自在に合成できるようになった。最近になって簡便な
合成ロボットを作製した（図1）。3）基質特異性のはっきりと
した糖転移酵素ライブラリを使用して糖鎖を合成するので、
合成された糖鎖の構造も明確である。この構造の明確な糖
鎖および糖ペプチドライブラリを構造解析のための標準品
として供することができる。後述するタンデム質量分析法

により、各種の糖鎖構造のMSnのデータベースを構築する。
このデータベースが、「微量なサンプルで、迅速に、だれで
も糖鎖構造を解析できる」ための基盤ツールとなる。
我々は、世界に先駆けてヒトの糖鎖遺伝子を網羅的にク
ローニングし、現時点で、168種類の酵素が活性型酵素と
して発現可能となっている（図2）。これらの糖鎖遺伝子は、
Gateway システムのエントリーベクターにクローンしてあ
るので、だれでも容易に2日間ほどで、動物細胞、昆虫細胞、
酵母などで発現してリコンビナント酵素を得ることができ
る（図2）。ヒト由来の酵素であるので、すべての酵素は動物
細胞で活性型として発現できるが、酵素の種類によっては
昆虫や酵母などの下等生物では活性型として発現できない
ものがある。我々の手元に、まだ活性型酵素として活性を
検出できない候補遺伝子が45種類あり、これらは既存の基
質では活性を容易に検出できない。その原因はいくつか考
えられるが、2種類以上のタンパク質の共発現を必要とする
可能性もある。

糖鎖ライブラリ合成ロボット
糖鎖は、構成分子が一直線に並んでいる核酸や蛋白質と
は異なり、枝分れ構造や立体異性の違いに基づく複雑な構
造をしている。そのため有機合成で糖鎖を作る場合、位置
選択性や立体選択性の制御が必須となり1種類作るだけでも
通常は半年から1年かかる。それに対し、糖転移酵素は完全
な位置および立体選択性を示し、用いる酵素の種類によっ
て生成する糖鎖の構造が決まっている。したがって、糖転
移酵素を用いた糖鎖合成では、選択性制御のために面倒な
保護基の脱着などをする必要がなく短時間で簡便に糖鎖を
合成できるという特長がある。糖転移酵素による糖鎖合成

図2　糖鎖遺伝子から組み替え糖転移酵素へ
糖転移酵素は、生体内では膜タンパク質として
ゴルジ装置に留まる。膜貫通部位を取り除き分
泌シグナルを組み込んで発現させることによ
り、利用しやすい分泌型糖転移酵素を得る。括
弧内の数字は、GGプロジェクトでクローニン
グし解析、そして論文として報告した糖鎖遺伝
子の数。

図3　エンザイムキュー合成法
各反応を途中段階で停止させ、複数の糖転移酵素を連続的に反応させる
ことにより一つの試験管内に多種類の糖鎖を合成する。
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◆ 45種類の候補遺伝子が残されている。

現在までに解析が終了したリコンビナント糖転移酵素 168(38)
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は、まさにポストプロテオーム世代の糖鎖合成法といえる。
多種類の糖鎖を一度に短時間で合成するためにエンザイム

キュー合成法と呼ぶ糖鎖ライブラリ合成法を考案した（図3）。
反応を途中段階で停止させると、試験管の中には原料と反
応生成物が存在する。そのまま次の糖転移酵素反応を行な
い再度、途中段階で停止させると、もとの反応の未反応物
と生成物、そして、それぞれに新たな糖が結合したものとの、
計4種類の混合物となる。このように、各反応を途中段階で
停止させ、複数の糖転移酵素を連続的に反応させることに
より、一つの試験管内で多種類の糖鎖を一度に合成するこ
とができる。反応をn回繰り返すと理論上は2のn乗の混合
物が得られることになる。また、得られる糖鎖ライブラリ
の各産物の分子量がすべて異なるように合成用酵素を選択
しておけば、分子量と糖鎖構造は1対1に対応させることが
できるため、分子量を測定するだけでライブラリに含まれ
ている糖鎖構造を知ることができる。このようなライブラ
リを分子量タグライブラリと呼んでいる。
今回、開発された糖鎖ライブラリ自動合成ロボットは、

分注システムと反応槽、反応停止槽、簡易精製ユニット、
およびこれらの制御装置からなり、エンザイムキュー合成
法を活用して数十種類の糖鎖からなる混合物（ライブラリ）
を2日間で合成することできる。有害な有機溶剤などを使わ
ないので環境にもやさしい。合成された糖鎖ライブラリは、
糖鎖質量分析スペクトルデータベースの構築に構造既知の
糖鎖標準品として利用できるだけでなく、レクチンなどの
糖鎖認識分子の特異性解析などにも利用できる。ウイルス
は種特異的、組織特異的なレセプターを介して感染を開始
するが、レセプター分子には糖鎖が重要な役割を演じてい
るものが多い。インフルエンザウイルスもその一つである。
しかし糖鎖とウイルス粒子の結合を網羅的にスクリーニン
グし、迅速に同定する手法が確立されてこなかった。この

糖鎖ライブラリを活用すれば、感染に関与する糖鎖のスク
リーニングも簡便に行なうことが可能となるはずである。

糖鎖微量迅速解析システム
さらに糖鎖工学研究センターでは、株式会社 島津製作所

（以下、「島津」という）、三井情報開発株式会社（以下、「MKI」
という）と共同で質量分析スペクトルデータベースを用いた
糖鎖微量迅速解析システムを開発した。糖鎖は構造の複雑
さゆえに分析も難を極め、単純な配列解析では構造を明ら
かにできない。従来、糖鎖の構造解析は、特別な技術を持っ
た専門家によって複数の分析法を組み合わせておこなわれ
てきた。この現実が、糖鎖研究の進歩を遅らせてきた大き
な要因であると考えた我々は、誰でも簡単に微量の試料で
分析できる迅速解析システムの開発を目指した。
近年、長足の進歩を遂げた質量分析計（MS）は、現在のプ
ロテオミクスの隆盛を支え、微量、簡便、高スループット
という特長は、糖鎖構造解析にとっても極めて魅力的であ
る。本来、MSは文字通り質量を分析する装置であって、数
多くの異性体を見分ける必要がある糖鎖構造解析には向い
ていないが、タンデム質量分析（MS/MS）で得られるスペク
トルパターンは、糖鎖構造の微妙な違いで変化することが
次々に報告されてきている。特に、多段階のタンデム質量
分析（MSn）を行なうと、ほとんどの糖鎖はそれぞれ独自の
スペクトルパターンを示すことが判ってきた（図4）。MSnと
は、MS/MSを発展させ、前駆イオンの選択と前駆イオンか
ら生成するイオンの分離をn回繰り返す分析法であり、通
常は四重極イオントラップ型またはイオンサイクロトロン
共鳴型の装置を用いる。
我々は、糖鎖の多段階タンデム質量分析スペクトルを
指紋照合の原理で構造解析に応用することを考え、上に
述べた酵素合成によって得られる糖鎖を含む様々な糖鎖の

図4　類似した構造を持つ糖鎖の多段階
タンデム質量分析スペクトル例
MS/MSでは殆ど同じスペクトルが得ら
れるが、MS3では断片化パターンが明ら
かに異なっている。
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スペクトルパターンをデータベース化してきた。スペクト
ルは、マトリクス支援レーザ脱離イオン化四重極イオント
ラップ飛行時間型質量分析装置（MALDI－QIT－TOF MS；
AXIMA－QIT, Shimadzu）を用いて測定した。MKIはデー
タベースの中から類似するスペクトルパターンを持つ糖鎖
を探し出す情報処理システムを開発した。島津はその情報
処理システムとMSをインターネットによって連携させる
ためのソフトウェアを開発した。初段の断片化段階では一
つの糖鎖からいくつかの断片イオンが生成する。構造に特
徴的な断片化パターンを示すのは、その内の一部であるた
め、迅速に分析するためには、2段階目以降の断片化に供
する断片イオンを適切に選択する必要がある。そこで、構
造解析に重要な情報を与えるであろう断片イオンを自動的
に選択させるシステムを開発し、インテリジェント測定法
と名づけた（図5）。これらを統合することにより開発された
糖鎖微量迅速解析システムを用いると、2回のタンデムMS
スペクトル測定によって、結合位置や分枝構造はもちろん、
グリコシドのα、βやジアステレオマーの区別（例えばGal
とMan、GlcNAcとGalNAcの区別）まで含めた精密な糖鎖
構造が判別可能である。このシステムの特長は、誰でも簡
単に測定できるMALDI 型質量分析計を用いている点、糖
鎖の質量分析の専門家でなくても、フラグメントイオンの
詳細な帰属を行うことなく、わずか1ナノグラムの試料か
ら数分で複雑な糖鎖構造を解析できる点にある。

今後の展開
ゲノム、プロテオーム研究者にとり、糖鎖研究はいかに

もハードルが高い。今でもまだ多くの研究者が敬遠してい
る。ここで開発した3大ツールは、だれでも簡単に糖鎖研
究に踏み込むための基盤となるはずである。糖鎖研究のブー
ムが起こり始めている。国内外の学会でも糖鎖関係の演題
数が急速に多くなってきた。

3大ツールを最大限に活用して、いち早く次の課題、「糖
鎖機能の解明」に挑戦しなければならない。癌、免疫、発生
生殖、再生医療、腎臓病、感染症など糖鎖が関係すると予
想される疾患は数多くある。糖尿病にも深く関わっている
ことが最新号の科学雑誌 Cellに掲載された。3大ツールを
実際の生体試料に適用するには、まだ開発すべき課題が残
されている。1）生体試料からの糖鎖・糖ペプチドの分離精
製法の改良・簡便化、2）疾患と関連した糖鎖バイオマーカ
の探索、3）それを認識するプローブの開発、などが次の課
題となる。糖鎖遺伝子ノックアウトマウスによる疾患原因
の解明も課題の一つである。また最終的に、糖鎖バイオマー
カが創薬のターゲットとなる可能性も考えられる。

図5　インテリジェント測定法
MS/MSで生じる多くのフラグメントイオンの
中から、構造特定のために最も重要なMS3ス
ペクトルを与えるフラグメントイオンをコン
ピューターが示唆する。
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全印刷法によるフレキシブル無線タグの作製
超低コスト無線IDタグ開発を加速化

スクリーン印刷で作製したアンテナや配線の抵抗を、画期的に低下させる方法

を開発した。これは金属インクを印刷した後、高温で焼成させるのではなく、

圧力をかけながら低温でアニールするものである。この技術を用いて、無線 ID

タグをすべて印刷法で作製することに成功した。これにより、プラスチックな

どのフレキシブルな基板上に、全印刷法で、高感度無線タグを製造することが

可能になり、低コスト化、大量普及が進むものと期待される。

We have drastically reduced electrical resistance of antennae and wirings, etc. of 

radio frequency (RF) ID tags, which is produced using a screen printing method. 

After printing an antenna and wirings with metallic inks,a pressure annealing 

technique is applied at low temperature, instead of ordinary high temperature 

baking. All-screen-printed RF ID tags on flexible films were realized using the 

pressure annealing technique. The technique will lead to further reduction of 

manufacturing cost of RF ID tags and acceleration of wide use of them. 

吉田 学  よしだ　まなぶ

光技術研究部門 
有機半導体デバイスグループ 
（つくばセンター）

産総研に入所以来、有機半導体材料を利
用した電界効果トランジスタ（FET）や
光電変換素子などの開発・研究に従事し
ている。近年は、特に、有機半導体材料
のフレキシビリティを十分に生かすため
の印刷によるデバイス作製プロセスの開
発に注力し、低コスト、低環境負荷、低
消費エネルギーな電子デバイスの実現に
向けて日々努力している。研究者として
の夢はシンプルながらも人々の生活に溶
け込んで、息長く使われ続ける技術を創
造することである。

無線IDタグ低コスト化の問題点
今日、無線により物体に関する情報

の管理を行う情報端末として、無線ID
タグに対する注目が著しく高まってい
る。物体が持つ情報を無線で授受・管
理できるので、物体に情報検出機を接
触させることなくその情報を読み書き
し、遠隔操作なども可能なことから、
物体情報の瞬時管理には大きな威力を
発揮する。すでに一部は日常的に用い
られており、各種交通機関における自
動料金徴収システムなどが、その代表
例である。この無線IDタグは、その
利便性から、広く一般商品に付ける値

札や荷札などとして、価格管理や、物
流管理などへの利用が計画されている
が、無線IDタグの製造コストが高く、
広範な普及拡大の障壁となっている。
こうした製造コストの問題を解決す
る手段として、全印刷法が考えられて
いる。現在のバーコードのように、商
品製造時に一括して無線タグを全て印
刷で製造することができ、著しく低コ
スト化が進むとの期待が寄せられてい
る。しかしながら、現状ではまだ課題
が山積しており、実現の十分な見通し
は立っていない。例えば、こうしたデ
バイスは、その取り付け先がさまざま

図1　印刷により作製した無線 IDタグ用アンテナ（左）。市販のアンテナ（ドライプロセスで作製）
とスクリーン印刷法で作製したアンテナの周波数特性（右）

印刷アンテナ市販品

周波数(MHz) 周波数(MHz)

圧力アニール
処理後

圧力アニール
処理前

5 10 302015
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全印刷法によるフレキシブル無線タグの作製

な形状をしており、また流通品が多い
ことから、プラスチックなどのフレキ
シブルなフィルム基板上に製造する必
要がある。導体インクなどの無線IDタ
グの部材は、印刷した後、その導電性
を発現させるには高温での焼成が必要
なものが多い。しかし、汎用プラスチッ
クフィルムなどを基板にした場合、高
温焼成をすることができない。温度を
かけたとしても、せいぜい200℃程度
までである。このため、全印刷デバイ
スを機能させるのは困難であった。

圧力アニール法の開発
今回、われわれは200℃以下の低温

でも圧力を加えながら、アニール処理
をすると、抵抗が低下することを見
出した。プラスチックフィルム上に
銀ペーストでスクリーン印刷し、そ
の後150℃で溶媒を除去した電極につ
いて、圧力アニール処理をする前と後
での抵抗を計測したところ、その抵抗
値が3桁以上低下することが確認でき
た。図1にこの方法で作製した印刷ア
ンテナと市販のドライプロセスで作製
されたアンテナの周波数特性との比較
を示す。市販のアンテナは、無線信号
と共振して、共振周波数のところで鋭
いピークを示す。一方、印刷アンテナ
の処理をする前の波形（緑線）では、印
刷された配線の抵抗が高いため、無線

に対する応答が鈍く、ピークは著しく
広くなっている。これに対して、今回
開発した圧力アニール処理をしたもの
（赤線）では、配線抵抗が低下したこと
により、無線応答がよくなり、その波
形は市販のものと同程度にまでシャー
プになっているのがわかる。今回、検
証に使用した無線周波数は5～40MHz
であるが、交通機関などの無線ICカー
ドに最も多く用いられている周波数が
13.56MHzであり、今回検証したアン
テナは、実用の周波数で十分に性能を
発揮することが確認できた。

全印刷無線タグの動作検証
圧力アニール法で作製した印刷アン

テナを用いて、スクリーン印刷でプラ
スチックフィルム上にパッシブ型の無
線タグを作製した。そして5MHzから

40MHzの周波数帯で、市販の無線ID
タグリーダーを用いて作製したフレキ
シブル無線IDタグの動作の検証を行っ
た。図2は、全印刷無線IDタグを貼り
付けた容器を、タグリーダーに近づけ
てその動作の検証を行った写真であ
る。無線タグを貼り付けた容器を、リー
ダーに近づけると、それぞれの容器の
識別番号が表示され、容器の個体情報
が認知された。これにより、今回の全
印刷で作製したタグが、機能している
ことが検証できた。
われわれが開発したこの技術は、特
に無線IDタグを製造するだけではな
く、プラスチック基板上に配線を印刷
する場合などにも広く用いることがで
きる。その他のさまざまなフレキシブ
ルデバイスの製造にも用いられるよう
になるものと期待している。

今後の予定
この研究開発の成果は、プラスチッ
クフィルム上に無線IDタグを全て印
刷で作製する際の課題の一つを解決し
た。ここで試作した無線タグは、まだ
情報量が少ないため、今後さらに大
容量の記録ができるような技術へと発
展させていく。それにより種々の電子
部品の製造技術や回路設計などを含め
て、開発を進めていく予定である。

関連情報：
●　共同研究者 : 鎌田俊英

●　本成果に関する研究は、平成14年度に採択された文部科学省科学技術振興調整費「戦
　　略的研究拠点育成」事業であるベンチャー開発戦略研究センターのタスクフォース案
　　件として採択され、同センターの支援を受けて実施した。

●　吉田 学 , 松村多英 , 星野 聰 , 鎌田俊英 , 平成17年 秋季 第66回応用物理学会学術講
　　演会 講演予稿集 8a-V-1 p.1100

●　平成17年9月5日産総研プレス発表「無線タグをフレキシブル基板上に全印刷法で
　　作製 －超低コスト無線 IDタグ作製技術の開発を加速化－」

図2　フィルム上に印刷で作製した無線タグによる物体認識
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シリカ膜による高分子の耐放射線性の向上
材料特性改善のための環境と人にやさしい技術

高分子材料の内部への酸素透過を抑制することで、耐放射線性を改善すること

を考えた。ポリプロピレン上にガスバリア性のシリカの薄膜をコーティングし、

実際に酸化が抑制されるとともに耐放射線性が改善されることを確かめた。こ

の成果は放射線で滅菌された高分子医療器具の酸化による劣化防止への応用が

期待される。

We demonstrate that deposition of gas barrier fi lm is effective to suppress radiation 

oxidation of a polymer and can improve its radiation resistance. The gas barrier silica 

fi lms were successfully formed on polypropylene by magnetron sputtering. Long-term 

irradiation of cobalt-60 gamma rays in air resulted in oxidation of samples without silica 

coating, whereas samples with silica coating were hardly oxidized. Furthermore, the 

gamma ray dose for the reduction of elongation at break was signifi cantly higher for 

the coated samples. Because of non-toxicity of silica, the technique may be applicable 

to polymeric medical items subjected to radiation sterilization.

高分子表面の無機ガスバリア
医療、原子力分野などにおいて用い

られる高分子材料では、放射線酸化に
よる特性の劣化が問題となっている。
放射線酸化は、酸素分子が外部から拡
散によって材料の内部に侵入し、放射
線や紫外線による損傷を受けた高分子
鎖と反応することによって生じる。そ
こで、高分子材料の表面に気体透過バ
リアを形成して酸素の侵入を防げば、
耐放射線・耐環境性を改善できるので
はないかと考えた（図1）。高分子表面
での無機系酸素バリアの形成は、包装
材や有機エレクトロルミネセンス（EL）
デバイスなどにおいて重要であり、環

境負荷が少ないシリカ系の薄膜を利用
した材料が一部実用化されている。

ガンマ線照射ポリプロピレンの酸化と
機械特性変化

厚さ1 mmのポリプロピレン板の両
面にマグネトロンスパッタ法でシリカ
膜をコーティングし、酸素透過量を測
定した。気体の透過経路となるナノ空
孔が生成しにくい条件でシリカ膜を作
製すると、酸素透過量が約50分の1ま
で減少し、ポリプロピレンに酸素バリ
ア性を付与できることがわかった。そ
こで、空気中で試料にガンマ線を照射
し、酸化によって生成するカルボニル

小林 慶規  こばやし　よしのり

計測標準研究部門 
先端材料科 材料分析研究室
（つくばセンター）

15年ほど前から、陽電子を使った放射
線化学や材料分析に関する研究を行って
いる。分析プローブとしての陽電子は、
高分子の自由体積や多孔質物質の微細空
孔など非常に小さな空間を検出できると
いう特長があり、企業や大学と共同で、
機能性多孔質薄膜、高分子系ガスバリア
材などの自由体積や空孔状態を調べてい
る。20世紀には学問的な興味の対象で
しかなかった陽電子であるが、今世紀に
なって核医学イメージングのプローブと
して大きく発展するなど、本格的な応用
の時代に入った。現在は、陽電子の他に
X線や光を用いた多孔質薄膜材料の空孔
計測法の開発や標準化にも取り組んでい
る。ここで紹介した研究は、陽電子を使っ
てシリカ膜のナノ空孔を調べていた時に
思いついたものである。

図1　高分子材料表面の酸素バリアシリカ膜に
よる酸化抑制と耐放射線性の向上

図2　厚さ1 mmのポリプロピレンの両面（深
さ0 µmと1000 µm）にシリカ膜をコーティン
グした試料（青）と未コーティング試料（赤）の
ガンマ線照射により生成したカルボニル基の深さ
分布
シリカ膜の厚さは120 nm。ガンマ線照射を空
気中で2000時間行った時のデータ。測定は
顕微赤外分光法で行った。
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基（C=O）を分析した。また、ポリプロ
ピレンの劣化が破断伸びの顕著な減少
として現れることから、引張り試験を
行った。なお、ガンマ線照射はつくば
中央第五事業所RI照射実験棟のコバル
ト60線源（110 TBq）を用いて、線量率
約125 Gy/hで行った。
シリカ膜のコーティングをしていな

い試料では、表面付近にカルボニル基
が生成し、照射時間とともにその濃度
が増加したが、シリカ膜をコーティン
グした試料では、カルボニル基はほと
んど検出されなかった（図2）。一方、破
断伸びは、コーティングしていない試
料では350時間のガンマ線照射で急激
に低下したが、コーティングした試料
では、350時間の照射ではほとんど変化
が見られず、450時間の照射で初めて
大きく減少した（図3a）。さらに、ガン
マ線照射後に6ヵ月間大気中で保存し
た試料の破断伸びは、未コーティング
試料では大幅に低下したが、コーティ
ング試料ではほとんど変化しなかった
（図3b）。以上のように、シリカ膜のコー
ティングによって放射線による酸化が
ほぼ完全に抑制でき、耐放射線性の向
上と保存した時の劣化を改善できるこ
とが明らかになった。

バリア層による高分子鎖切断の抑制
放射線による高分子の劣化は、分子

鎖の橋かけと分解によることが知られ
ている。今回検討したいずれの試料で
も、ガンマ線照射によって破断伸びが
低下しており、分子鎖が分解したこと
を示している。放射線による破断伸び
の低下は、非晶領域で結晶領域間をつ
ないでいるタイ分子が切断されるため
であり（図4）、シリカ膜をコーティン
グしていない試料の伸びが350時間の
ガンマ線照射で急激に減少したのは、
ほとんどのタイ分子が切断されて結晶
領域がバラバラになってしまったこと
が原因である。コーティング試料では、
シリカ膜のバリア性により酸素の拡散
が減少し、タイ分子を切断していた酸

関連情報：
● 本研究は原子力委員会の評価に基づき文部科学省原子力試験研究費により実施した。

● 共同研究者：鄭 万輝、岡 壽崇、伊藤賢志、平田浩一、富樫 寿、佐藤公法、濱 義昌

● Y. Kobayashi, W. Zheng, T. B. Chang, K. Hirata, R. Suzuki, T. Ohdaira, K. Ito： J.  
 Appl. Phys., Vol. 91, 1704-1706 （2002） 

● W. Zheng, Y. Kobayashi, K. Hirata, T. Miura, T. Kobayashi, M. Iwaki, T. Oka, Y. Hama　 
 ：J. Appl. Polym. Sci., Vol. 83, 186-190 （2002） 

● 小林慶規、鄭 万輝、伊藤賢志、于 潤升、平田浩一、富樫 寿、佐藤公法、岡 壽崇、濱  
 義昌：Radioisotopes, Vol. 52, 449-455 （2003） 

● 小林慶規、鄭 万輝、伊藤賢志、于 潤升、平田浩一、富樫 寿、佐藤公法、道田泰子、岡 
 壽崇、濱 義昌：Radioisotopes, Vol. 53, 617-620 （2004） 

● T. Oka, Y. Hama, K. Ito, Y. Kobayashi： Nucl. Instr. Meth. in Phys. Res. B Vol. 236,  
 420-424 （2005） 

化反応が抑制されて、伸びが減少する
までの照射時間が増加したと考えられ
る。また、コーティング試料の保存中
の劣化が低減したのも、酸素による分
子鎖の切断反応が抑制されたためと解
釈できる。

まとめと展望
以上のように、ガスバリア性のシリ
カ膜をコーティングすることにより、
高分子の放射線による劣化を低減する
ことができる。この技術は、毒性がな
く環境と人にやさしいシリカを利用し
ていることから、放射線による滅菌後
の医療用高分子の特性改善などに応用
できると考えている。ガスバリア材の
特性向上には気体の透過経路となるナ
ノ空孔を減らす必要があり、そのため
には薄膜のナノ空孔の分析技術が重要
である。現在、われわれはNEDOナノ
テクノロジープログラムにおいて薄膜
中のナノ空孔の計測技術と標準の開発
を行っている。

図4　ガンマ線照射による破断伸びの低下の機構

図3　（a） 厚さ1 mmのポリプロピレンの両面にシリカ膜をコーティングした試料（青）と未コー
ティング試料（赤）の、破断伸びのガンマ線照射時間への依存性
（b） 350時間ガンマ線を照射した時の照射直後の破断伸びと6ヶ月間空気中で保存した時の破断伸
びの比較。破断伸びは、ガンマ線照射直後の破断伸びに対する相対値
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ナノ構造制御により親水性表面を超撥水表面へ
直径6nmのナノピンが超撥水表面を作り出す

固体表面の微細構造を制御することで表面に撥水性を持たせることができる。撥

水性の程度は、固体表面の水滴の接触角で決まるので、表面凹部に空気（接触

角 :180°）があると見かけの接触角を大きくすることができる。これまで超撥水

膜は、撥水性分子を用いて作製されてきたが親水性の分子を用いても、表面の微

細構造を制御し、空気の割合を高めれば超撥水性を示すことが予想される。今回、

約6nmサイズのナノピンからなる表面構造を作製し、空気層を増加させること

で、親水性分子を用いて（接触角178°という）超撥水膜を作製した。

Super-hydrophobic surface (contact angle : 178 degrees) has been fabricated from 

hydrophilic material through a nano-structure control technique.  Nanometer-sized 

pins,  which align perpendicular to surface, were grown from Co aqueous solution, 

and the pins were coated with lauric acid, subsequently.  The surface with the pins 

of 6.5nm diameter showed super-hidrophobicity even the pins were hydrophilic.  

撥水性の制御
撥水性とは、水による濡れにくさで

あり、撥水現象は固体表面における固
－液－気の三相現象といえる。撥水の
研究は、学術的な表面科学の分野だけ
ではなく、建築資材、化粧品、繊維処
理、エレクトロニクス用部材など産業
分野でも、注目を集めている。固体表
面の水滴の接触角θが撥水性の指標に
なっており、一般にはθが90°以上の
場合を撥水性（疎水性）、110°から150°
だと高撥水性、150°以上だと超撥水性
とされる。撥水性を決める要因は、主
に固体の表面自由エネルギーと表面の
微細構造の二つがある。各種のフッ素
系材料をコーティングした撥水膜は表
面自由エネルギーの低い材料を用いた
例である。しかし、表面自由エネルギー

だけでは115°以上の接触角を得ること
はできないので、115°以上の高撥水性
材料を得るには何らかの表面の微細構
造の制御が必要になる。理論計算上で
は、表面の微細構造の制御だけで超撥
水性材料を作り出せる可能性がある。

表面微細構造と撥水性
図1のように表面に2種の物質があ
る微細複合構造の場合、接触角は次の
Cassie式で表される。

Cosθf =A1Cosθ1+A2Cosθ2　　
ここでθ1とθ2は物質1と2の真の接
触角また、A1とA2は物質1と2の表面を
占める割合である。物質2が空気の場
合にはθ2=180°である。物質1の割合A1
を非常に小さくすれば、θfは大きくな
り、超撥水性材料になるだろうと予想
される。すでに表面接触角が170°を越
える結果が報告されているが、これら
はほとんど真の接触角θ1が100°や110°
などの疎水性材料（フッ素系物質など）
を物質1として用いて、見かけの接触
角θfが170°を越える結果を得ている。

親水性材料で超撥水表面を作る
Cassie式が成り立てば、親水性材料

（真の接触角θ1<90°）であっても、表図1　微細凹凸表面での水滴の状況 

細野英司  ほその　えいじ
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ナノ構造制御により親水性表面を超撥水表面へ
直径6nmのナノピンが超撥水表面を作り出す

面に占める割合A1を極端に小さくすれ
ば超撥水性表面になる。
われわれはCassie式からの予想の実

現に挑戦した多くの撥水性膜のように
表面を加工して微細構造を作るのとは
逆に、分子を積み上げる手法で表面
に微細構造を作ることにした。塩化コ
バルトに尿素を加えた水溶液にガラス
基板を入れて60℃で24時間保ち、基板
の表面にブルーサイト型水酸化コバル
ト膜（BCH）を析出させた。析出した
BCHは微細なピン、すなわちナノピン
となっている。次に基板を60℃のラウ
リン酸ナトリウム水溶液に5時間浸し、
BCHナノピンにラウリン酸（LA）を被
覆し、BCH－LA膜を作製した。図2は
BCH-LA膜の電子顕微鏡写真と膜の模
式図である。BCH－LA膜には、先端部
の直径が6.5nmのナノピンが3µm四方
に166本形成している。その配列によ
り、ナノピンが表面に占める割合（A1）
を1000分の1以下にすることが可能に
なる。これら6.5nmのBCH－LAナノピ
ンの表面には、真の接触角θ1がわず
か75°のLAがコーティングされている
にもかかわらず、図3のように接触角
θfを178°にするこるとができた。

次に、この超撥水性膜上の水滴の
安定性を確認した。約2mmの水滴を
BCH－LA膜上に置いたところ、12時間
後も大きい接触角を保ったままであっ

た。このように、ナノピンが配列した
BCH－LA膜の表面には水滴が非常に安
定に存在することができる。

今後の展開
超撥水膜は、最近エレクトロニクス
やエネルギーデバイスなどでも盛んに
注目されている。特にエネルギー貯蔵
デバイスでは、燃料電池におけるガス
拡散電極層の撥水化、燃料電池電極触
媒表面の部分撥水化、二次電池用水
素吸蔵合金電極の撥水・防水化、電気
二重層キャパシタの撥水化、太陽電池
の撥水処理などが盛んに研究されてい
る。今後は、この研究のように分子か
ら積み上げることで表面微細構造制御
により親水性表面から超撥水表面を作
り出す技術を生かして、エネルギー貯
蔵デバイスの開発につなげたい。

関連情報：
● Eiji Hosono, Shinobu Fujihara, Itaru Honma, Haoshen Zhou：Journal of Material  
 Chemistry 15, （2005）, 1938

● Eiji Hosono, Shinobu Fujihara, Itaru Honma, Haoshen Zhou：Journal of American 
　 Chemical Society , 127, （2005）, 13458

● 化学工業日報（2005年9月22日）

図2　先端部の直径6.5nmラウリン酸を被覆したBCH-LAナノピン膜

図3　接触角θが178°になるBCH-LAナノピン表面上の水滴

図4　BCH-LAナノピン表面水滴の安定性
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ユビキタスエコーで健康を診る
超音波画像を使って、どこでもヘルスチェック

小児肥満、中高年の生活習慣病、高齢者の寝たきりなど、健康問題は各年齢層

に存在する。われわれが作製したユビキタスエコーは、健康・美容施設をはじ

め家庭などでも使用できる携帯型の超音波エコー装置である。これは体組成の

基本構成要素である皮下脂肪、筋、骨などを、使用者に分かりやすく画像で表

示し、肥満や筋肉量の判定、さらには高齢者の寝たきり防止にも貢献すること

が期待できる。

As we age, various problems threaten us in turn or at the same time: obesity in 

childhood, diseases related to lifestyle choices in middle age, and the possibility of 

becoming bedridden in later years. “Ubiquitous Echo” is a new portable supersonic 

echo imaging equipment. It can be used to visualize key components of the body 

(muscles, bones, subcutaneous fat) and give fat and muscle measurements in health 

care or beauty facilities, or even at home.  We hope that this technology will help to 

maintain our health and to prevent elderly people from being confined to their beds.

福田 修  ふくだ　おさむ

実環境計測・診断研究ラボ
（九州センター）

ユビキタスエコーの研究開発およびベン
チャー事業化は、共同研究先である広島
工業大学、前所属である人間福祉医工学
研究部門、および産学官連携部門、ベン
チャー開発戦略研究センターからの多大
なるご支援によりこれまで進めてきまし
た。異分野コラボレーションや、研究か
ら事業化までの各フェーズを強力にご支
援いただいた関係者の皆様に深く感謝い
たします。
非医療分野における超音波画像の利用に
は、潜在する課題も多く、今後もそれら
と格闘していきたいと考えております。

健康は国民的課題
健康問題はいまや国民最大の関心事

の一つであり、自分自身の健康に興味
のない者はいないと言えるだろう。近
年の介護保険法改正にともない、「予
防」が今後ますます重要視されること
は間違いなく、客観的・科学的根拠
に基づく健康支援（Evidence Based 
Healthcare）が、常識化しつつある。
そこで、健康情報をフィードバックす
る機器開発を急ぐことはきわめて重要
な課題と言える。

小児肥満、中高年の生活習慣病、高
齢者の寝たきりに代表されるように、
現代人は全ての年齢層でさまざまな健
康問題を抱えている。厚生労働省の統
計データによれば、例えば、小児肥満

の児童は約40万人、中高年の生活習慣
病は糖尿病だけで約1300万人（予備軍
を含む）、寝たきり高齢者は150万人と
いう規模にのぼる。
「脂肪」、「筋」、「骨」などの体組成バ

ランスは、健康を評価する上で最も基
本的な指標の一つである。運動生理学、
スポーツ科学などの分野では、以前か
ら医療用の超音波装置を使って「皮下
脂肪」、「筋」、「骨」などの体組成の計
測が行われてきた。画像を用いるこの

図 1　ユビキタスエコー
図 2　ユビキタスエコーを応用した体肢横断面
計測システムと計測した脚の断面 ( 左上 ) 画像
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手法は多くのメリットを持つが、高価
な超音波診断装置を普及することは難
しかった。

画像で観る・診る・看る
これまで医療機関で受診することが

一般的だった超音波エコー検査を、非
医療機関でも手軽にできるように、そ
の基盤となる携帯型の超音波エコー装
置「ユビキタスエコー」を開発した（図
1）。画像で「観る」ことによる新しい発
見、「診る」ことによる確かな納得、「看
る」ことによる大きな安心を非医療分
野にも提供し、国民の健康支援に貢献
したいと考えている。

ユビキタスエコーは、USBケーブル
でパソコンに接続し、ソフトウェアを
操作することで目的に合わせた豊富な
情報を提供してくれる。開発した装置
は、小型・軽量・低コストで、ノート
パソコンなどと一緒にカバンに入れて
持ち運べるものです。パソコン上ソフ
トウェアで簡単に機能を変更・拡張す
ることができる。また、データをパソ
コンに蓄積し、インターネットを利用
して遠隔地に転送することも容易にで
きる。

さらに、ユビキタスエコーの応用技
術として、MRIやX線CTなどのよう
に、体肢の横断面画像を、非医療の現

場でも簡単に計測できる体肢横断面計
測システムを開発した（図2）。MRIや
X線CTは比較的大きな医療機関にし
かなく、コストや放射線被曝の観点か
らも気軽に利用できる装置ではない。
今回開発した装置は、そのような心配
がなく、その可搬性を活かして屋外で
も使用できる特徴がある。共同研究者
である佐藤広徳助教授（広島工業大学、
平成17年度より産総研客員研究員）は、
これまでに数千人を対象としたフィー
ルド調査を実施して、超音波画像と健
康情報との関係を調査しており、健康
支援プログラムを開発している（図3）

ヘルスケア・イノベーション
画像情報に基づく健康評価が非医療

分野にも大きく拡がっていくことが、
これまでの医療機器・医療体系の変革
につながっていくと考えている。これ

まで、超音波エコー装置は医療許可が
必要で、医者だけが使用でき、医療メー
カーのみが製造販売するものと考えら
れがちであったが、ユビキタスエコー
は、それには当てはまらない。このよ
うな装置の登場は、利用シーンの拡大
や新しい医療システムの創出にもつ
ながるものと期待している（図4）また、
装置を一種のビジョンセンサと考えれ
ば、新しい応用展開も考えられる。小
型カメラが携帯電話市場を牽引してい
るように、将来全く新しい応用が生ま
れるかもしれない。

今後も、現場に即した機器開発で、
国民の安心、安全で質の高い生活の実
現の一助になればと考えている。

関連情報：
●　共同研究者：佐藤広徳（広島工業大学）

●　実環境 人間･生活計測プロジェクト：http://unit.aist.go.jp/on-site/human/index.htm

●　プレス発表 2005 年 9 月 26 日：http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/　
　　pr2005/pr20050926/pr20050926.html

●　特許 : 特願 2004-298531「超音波信号を利用した皮下脂肪計測装置」（福田修）

●　O. Fukuda and H. Sato, 2004 1st IEEE Technical Exhibition Based Conference on 
　 Robotics and Automation Proceedings, pp. 109 -110

修正情報：
●　公表当時産総研が認知していた事実に基づく記載でありますが、誤解をまねく可能性
　　があるとの観点から、より適切な表現に改めさせていただきました。

図 4　価値の変革とイノベーション図 3　横断面画像が捉えた加齢による筋バランスの変化
加齢に伴う各筋の減少には差が認められ、筋バランスと歩行様態、平衡
能力、機能障害などについて新たな知見が明らかにされつつある。
（広島工業大学提供）
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C6

a3 a2

a1 （０００１）面
「６角形」

目的と効果
酸化亜鉛（ZnO）は、安定な励起子と大きなバンドギャップを持ち、また現在青色発光ダイオード等

に用いられている窒化ガリウムより安いので、今後、電子光学素子の有力な素材として期待されてい
ます。しかし、格子欠陥により多くの伝導電子が発生するために、p型半導体化を含め素子化が困難
です。私たちは、立方晶系酸化物の対称性整合面を用いたパルスレーザ蒸着法により、素子開発に応
用できるZnOなどの六方晶系物質の高品質単結晶薄膜を作製する技術を開発しました。
［適用分野］
 ● ZnO 電子光学素子　●六方晶系単結晶薄膜・基板　● レーザ成膜技術　
 ● 青色・白色発光ダイオード

技術の概要、特徴
ZnO等の素子作製では高品質単結晶薄膜の作製法が求められており、それを可能にする当技術を図

に示します。単結晶薄膜の作製には、ZnOとできる限り似た結晶格子、つまり、類似した対称性と格
子長を持つ基板が必要です。従来、基板にはZnOと同じ六方晶系の結晶構造を持つサファイア（Al2O3）
が主に使われています（図2）。しかし、六角形の格子長aが約1.5倍もあるために、その上にZnOの高
品質薄膜はできません。他に安価で格子長の合う基板がないことから、六方晶系の6回回転軸と類似
の対称性（6回回反軸：S6）を持つ、図3に示すような立方晶系酸化物の（111）面を用いることで、高品
質なZnO単結晶薄膜を作製できることが分かりました。幸い、適合する種々の立方晶系酸化物が存在
します。
ここでは、強力なパルスレーザ光をZnOの焼結ターゲットに照射して瞬間・パルス的に原子やイオ

ン等の微粒子に分解・剥離させ、それをヒータ上にセットしてある基板、酸化物の（111）面、に当て
て堆積させることで単結晶性薄膜を作製するパルスレーザ蒸着法（PLD法； 図1）を用いて、ZnOの高
品質薄膜を作製しました。

発明者からのメッセージ
この方法は、立方晶系酸化物の（111）面を使って六方晶系物質のc軸配向単結晶薄膜を作製するもの

です。基板としてはLSAT、SrTiO3、LaAlO3、MgOなど、膜物質としてはZnO、Ti2O3等の酸化物の他、
BやAl等の窒化物などに適用可能であり、他の成膜方法にも応用できます。

サステナブルマテリアル研究部門

パルスレーザ蒸着法によるZnO薄膜
立方晶酸化物基板の対称整合面を用いた作製法

特許 第3579712号 （出願2000.8）
● 関連特許 （登録済み：国内1件 出願中：国内3件）

図3　立方晶系の単位格子
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図2　六方晶系の単位格子雰囲気ガス 
 

膜用ターゲット 
 

薄膜／基板 

レーザ炎（分子・イオン）  

レンズ 
Ｎｄ：ＹＡＧレーザ  

λ＝２６６ｎｍ  
ヒータ 

ターボ分子ポンプ  

真空 



産総研イノベーションズ
（経済産業省認定 TLO）

紹介案件担当者 山上
〒 305-8568
つくば市梅園 1-1-1
産業技術総合研究所
つくば中央第2

TEL ： 029-862-6158
FAX ： 029-862-6159
E-mail：aist-innovations

@m.aist.go.jp

31産総研 TODAY 2006-01

パ
テ
ン
ト
・
イ
ン
フ
ォ

目的と効果
熱電材料には熱を電気に変換する性質があります。この機能を利用して、普段捨てられている熱か

ら電気を取り出す事が可能です。省エネルギーに寄与する技術として期待されています。
私たちはスクッテルダイトと呼ばれる熱電材料の単結晶育成に成功しました。これにより、組成が

均一な不純物の少ない高品質の熱電材料が得られます。

［適用分野］
 ● 熱電発電　● ペルチェ冷却

技術の概要、特徴
温度差を利用した熱電発電の原理図を図に示します。一対のN型とP型の熱電材料を電極で挟み、

一方を低温にもう一方を高温にします。そうすると図のように電流が発生します。
私たちは熱電材料の中でも特に500℃～600℃の温度領域で高い熱電特性を示すスクッテルダイトの

単結晶の育成に成功しました（写真）。育成は高温高圧の条件下で行っています。従来の常圧下での育
成ですと、余分なフラックスを一緒に溶かす必要があります。そのため、純粋なスクッテルダイトを
取り出すには付着したフラックスを強酸で除去しなくてはいけません。それに対して、私たちの方法
ではフラックスを必要としないので、強酸による処理も要りません。余分な物質を一緒に溶かさない
ため、高品質な単結晶が得られるという利点があります。

発明者からのメッセージ
スクッテルダイトはその作動温度からプラントや自動車等からの廃熱を利用した発電に応用する事

が可能です。私たちの技術を用いれば、その熱電モジュールに必要な高品質の素子を作製することが
可能です。

エネルギー技術研究部門

高性能な熱電材料の新しい作製法
スクッテルダイトの単結晶育成技術

図　熱電発電の原理

特許 第3569743号 （出願2001.3）

写真　高温高圧下で育成したCoP3単結晶

N型半導体

低温側放熱器

P型

電極

電流

高温側熱源

１mm
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ナノテクノロジーの標準化

1.はじめに
ナノテクノロジーがサイエンスからエンジニアリングへ、

実験室から市場へと移行していく中で、標準化の必要性が
次第に認識されるようになってきました。2004年頃から米
国、欧州、日本、中国で標準化の動きが活発化し、2005年5
月には国際標準化機構（ISO）の中にナノテクノロジーを専門
に扱う新しい技術委員会（TC229）が設立されました。
日本では2005年8月に産総研を事務局としてナノテクノロ

ジー標準化国内審議委員会が日本工業標準調査会のもとに
設立され、ISOでの審議に対応するとともに日本の戦略策
定を行うことになりました。本委員会の下に、用語命名法、
計量計測、環境安全の3つの分科会も発足しました。本委員
会の委員長には小野研究コーディネータが、また3つの分科
会の主査には本稿のそれぞれの執筆者が就任して活動を開
始しました。
また米国に本拠を置く材料試験に関する規格作成団体

（ASTM International）でもE56というナノテクノロジーの技
術委員会を2005年5月に発足させました。産総研からも多く
の研究者がその活動に協力しています。
2005年11月には、ISOのTC229の第1回総会がロンドンで
開かれ、3つの領域に作業委員会（WG）を設置して活動を開
始しました。TC229の議長と幹事はイギリスが務めますが、
用語命名法WGはカナダが、計測キャラクタリゼーション
WGは日本が、健康安全環境WGはアメリカがそれぞれリー
ダーシップをとることを本総会で決議しました。
ところでナノテクノロジーは技術の潜在的革新性のゆえ
に、エレクトロニクスから医療まで広い分野にわたって社
会に大きな便益をもたらすことが期待されています。ナノ
テクノロジーの産業化を着実に進めるために標準化が大き
な役割を果たすと思われています。一方でその革新性のゆ
えに、人々はこの技術の将来の不確実性に対して漫然とし
た不安を抱きはじめてもいます。ナノサイズの微粒子が人

研究コーディネータ 小野 晃 / ナノテクノロジー研究部門 副研究部門長 阿部 修治 
計測フロンティア研究部門 研究部門長 一村 信吾 / 化学物質リスク管理研究センター 健康リスク評価チーム長 川崎 一

シリーズ：ナノテクノロジーの社会的影響 【第4回】

ナノテクノロジーに関する標準化活動は2004年頃から各国で活発化し、2005年に至って国際標準化機構（ISO）の中にナノテクノ
ロジーを扱う技術委員会が新たに設置されることにより、いよいよ本格的な活動が開始されました。当面、用語・命名法、計量・計測、
環境・安全の3つの分野で標準化が進められます。さまざまな分野で行われているナノテクノロジーの研究開発が円滑に連携・統合
できるために、また研究者、技術者、消費者の間でナノテクノロジーに関するコミュニケーションが円滑に行われるために、標準化
に大きな期待がかけられています。ISOの活動の中で日本は計量・計測分野でリーダーシップを取ることを各国から要請され、その
分野の幹事国に任命されました。産総研にはナノテクノロジーに関する多くの研究開発の経験が蓄積されてきましたので、それらを
もとにしてさらなる研究開発と標準化を同時並行的に進めていく予定です。

図1　ナノテクノロジーの標準化プロセス

（1）用語と命名法の規格

試験評価方法規格 製品規格

（5）ナノ物質の製品規格

安全性の基準
（OECD など）

（8）ナノテクノロジーの応用分野
 における製品規格

（2）ナノ物質・ナノ構造のための共通的な
　　計測・キャラクタリゼーション方法の規格

（3）個々のナノ物質のための計測・キャラクタリ
　　ゼーション方法の規格

（4）ナノサイズの標準物質のための規格

（6）ナノ物質の有害性試験方法の規格

（7）ナノテクノロジーを応用した製品の
　　試験評価方法の規格
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の健康に与える影響に対して懸念が持たれていますが、実
際にナノサイズの粒子そのものが生物反応に寄与している
のか、それはナノサイズであることが理由なのかなど、基
本的な問題に対して明確なデータは得られていない状態で
す。このためにナノ粒子のサイズや形状などのキャラクタ
リゼーションと粒子数濃度、不純物などの計測技術の標準
化、及び生体反応の試験方法の標準化が急がれています。
ナノテクノロジーの標準化は図1に示すようなプロセスで

進められる予定です。まず用語と命名法の標準化から着手
します。次に、ナノ物質やナノ構造に関する計測方法とキャ
ラクタリゼーション方法の標準化に進みます。同時に標準
物質に関する規格を作成します。さらにそれらを参照しつ
つナノ物質が生体に与える有害性の試験方法の標準化に進
みます。一方ナノ物質やナノ構造を応用した製品の試験評
価規格と製品規格の作成は、主として既存の他の技術委員
会（TC）が担当することになります。
産総研では、2005年度からナノテクノロジーの社会的影

響に関する研究、ナノ粒子の計測技術の標準化に関する研
究、ナノ粒子の標準物質に関する研究、ナノ物質のリスク
評価に関する研究などのプロジェクトが開始されていま
す。これらの研究成果を積極的に標準化に活かしていく予
定です。 

2.用語・命名法の標準化
ナノテクノロジーはさまざまな技術分野の接点であり、

それらが融合する場所でもあると言えます。そのため、そ
こで用いられる用語もさまざまな分野から集まってきてお
り、同じ事柄を別の言葉で表現したり、同じ用語が異なる
意味を表していたりすることが少なくありません。
たとえば、微粒子の研究分野では「超微粒子」（ultrafine 

particle）という用語が使われてきましたが、最近は「ナノ粒
子」（nanoparticle）という用語がよく使われるようになって
きました。しかし、どういう範囲の大きさの粒子を「超微粒
子」あるいは「ナノ粒子」と呼ぶのか、この両者が同じ概念な
のか異なる概念なのかは、研究者によって、また対象によっ
て微妙に異なり、統一されていません。
しかし今後、計測法や安全性に関する国際規格を作って

いくにあたり、そこで用いられる用語の定義を明確にする
必要があります。そのため、ISOのTC229に用語・命名法に
関する作業委員会が設けられ、対応する日本のナノテクノ
ロジー標準化国内審議委員会にも用語・命名法分科会が設

置され、用語規格に関する議論が始まっています。
これに先立ち、米国ASTM International のナノテクノロ
ジーに関するE56委員会に6つの小委員会が設置されました
が、その中で最も迅速に作業が進められているのが用語・
命名法に関する小委員会です。産総研は2005年4月にASTM 
International とナノテクノロジーの用語規格開発のための
協力協定を締結しました。これに基づき、産総研内の各分
野の専門家10名が用語専門委員を引き受け、用語規格案作
成に協力しています。これまでに規格草案に対する投票と2
回の全体会議の議論を経て、ナノテクノロジー分野に固有
の定義が必要な重要用語に絞って規格案の策定が進められ
ています。
一方、学術論文や特許などのデータベースからナノテクノ
ロジー関連用語を抽出する試みが東京大学工学部総合研究機
構ナノマテリアセンターと産総研によって行われ、ナノテク
ノロジー固有の定義や説明を与えるべき用語約270、ナノテ
クノロジー分野で頻繁に使われているが定義がほぼ確立して
いる用語約430などが集められました。こうしたデータをさ
らに精査し、重要用語を精選してゆくことにより、国際規格
作成に貢献できるものと期待されます。
ナノテクノロジーは発展の著しい分野であり、まだこれか
ら応用分野が広がってゆくと考えられますので、用語の重要
性や定義も徐々に変わってゆく可能性が大いにあります。し
たがって、用語に関して最初から固定的な規格を作ることは
あまり意味がありませんし、かえって新しい技術と科学の自
由な発展を阻害することにもなりかねません。ナノテクノロ
ジー用語の標準化とは、分野の発展と拡大にともなって生じ
てくる用語の混乱や不統一をできるだけ解消するための努力
を絶えず続けてゆくことであり、そのための道標を一つ一つ
置いてゆく作業であると言えるかもしれません。

3.計量・計測の標準化
2005年11月9日～11日にロンドンで開催されたISO TC229

（ナノテクノロジー）委員会の第1回会合では、将来のSC
（Sub Committee）化を視野に入れた上で、Measurement & 
Characterizationに関するWG（作業委員会）を発足させるこ
とが決まりました。4ヶ国（仏、独、英、日）がこのWG運営
のリーダーシップ確保に意欲を示す中で、その他の参加国
を含めた全体合意として、日本が責任を持つことが決まり
ました。これは、既に紹介（産総研TODAY2005-12号）しま
したナノ粒子の計量・計測技術開発や、ナノテクノロジー
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計測と緊密な関係を有するISO技術委員会活動において、我
が国がこれまで高い実績を示してきたことに対する関係諸
国の評価と期待を示すものと言えるでしょう。
上記活動に歩調を合わせる国内の標準化審議・推進体制

として、ナノテクノロジー標準化国内審議委員会の下部組
織である「計量・計測」分科会が活動を開始しています。委
員には、ナノ素材メーカー、同ユーザー、ナノ物質・構造
計測機器メーカー、分析サービス会社等民間からの代表者
と、大学等の学識経験者が選ばれています。2005年10月末
に開催された第1回会合では、計量・計測に関係する既存の
ISO委員会・分科会との協調や分担関係（例えば、ナノ粒子
のサイズ・分布の計測に関してはISO TC24/SC4との、走
査プローブ顕微鏡を用いたナノ物質・構造の形態計測に関
してはISO TC201/SC9との、また、電子顕微鏡を用いたナ
ノ物質・構造の組成・形態計測に関してはISO TC201/SC3, 
SC4との協調・分担）が主要な議題となりました。また、
TC229委員会としての独自性の高い計測法の標準化を進め
る観点からは、フラーレンやナノチューブなどの代表的な
物質に着目し、それらがナノ素材として市場に提供される
際に必要な評価項目を規定した上で、その項目の評価方法
の標準化から進めるべきとの意見も出されました。これら
の議論、及び上記のTC229委員会の結果を踏まえて、今後
迅速な規格化項目の検討と規格原案の作成が求められてい
ます。

産総研としてもこの活動に積極的に貢献すべく、様々な
ニーズに基づく国際標準化項目案の検討とその基盤となる
計測評価技術開発を進めています。例えば、2005年2月にナ
ノテクノロジービジネス推進協議会関連会社を主対象にし
て実施されたアンケートでは、1～50nmレベルのナノ構造
体の形態（形状）評価に関する要請がもっとも大きいという
結果が得られました。この対象サイズ・計測目的には、原
子間力顕微鏡（AFM）の活用が必須と考えられます。しかし
AFMによるナノ物質・構造の形態観測では、図2に示すよ
うな問題点が認識されています。この問題の克服のために
は、実際に測定に使用しているAFMチップ先端形状をその
場で評価する手段と手順の確立が不可欠です。これを踏ま
えて、AFMに長さの絶対スケールを提示できる特徴を備え
た新しいチップキャラクタライザの作製・開発と、それを
利用したナノ物質・構造の精密形態計測の国際標準化の手
順確立を目指した研究開発に取り組んでいます。

4.ナノテクノロジーの標準化とリスク
ナノテクノロジーは日本が先導する有望な技術の一つで
すが、製品としてはこれから普及する段階であり、安全性（有
害性）に関する情報やデータもまだ少ない状況です。また、
革新的な技術であるが故に、安全性に対する懸念が提起さ
れやすく、安全性上の懸念を払拭することがこのような革
新的な技術の開発・普及には不可欠であり、ナノテクノロ
ジーも例外ではありません。
そもそもナノサイズの粒子に特有の有害性があるかどう
かは分かっていません。従って、特有の有害性があるかど
うかの見極めが必要です。しかし、現在用いられている化
学物質の安全性を評価するための実験動物を用いる定型的
な毒性試験は、標準的な化学物質を対象として考案されて
おり、ナノ粒子に特有の有害性の検出に対しても有効であ
るかどうかは明確ではありません。従って、ナノ材料の安
全性試験法を標準化する前に、先ず評価に用いる試験法が
粒子サイズ特有の有害性を検出できるかどうかを確認する
必要があります。
そのため、安全性試験に供されるナノ材料サンプルの粒
子サイズ（分布）、粒子数濃度、形状、比表面積など“ナノ”
という接頭語に関連する粒子特性を明確にすることがまず
必要です。また、試験管内（in vitro）や動物などの試験系内
に存在するナノ材料の特性を明らかにすることも必須条件
となってきています。ナノ材料原体の微粒子特性等の計測

図2　AFMを用いてナノ物質（構造）の形態計測を行う場合の問題点を
模式的に示した図
使用しているAFMプローブの先端形状（そのプローブで観測できる微細
構造の程度を示すプローブ特性関数）をその場で求めることができるチッ
プキャラクタライザの開発・提供が、精密形態計測の国際標準化の鍵を
握っています。
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シリーズ：ナノテクノロジーの社会的影響 【第4回】

技術については、本シリーズ記事の第3回（産総研TODAY 
2005年12月号）で紹介しましたが、試験系内、特に水中に分
散したナノスケールの微粒子の特性を計測する技術は、ま
だ確立された状況とは言えません。ナノテクノロジーの安
全性評価には、このような計測技術の確立が必要といえま
す。
試験に供するナノ材料の形状も議論の焦点のひとつです。

特に、ヒトの暴露経路として想定される吸入による安全性
の確認には、実験動物を用いた吸入毒性試験を実施するこ
とが必要であり、その際、動物に吸入させるナノ材料は、
できるだけ微粒子化することが求められます。また、試験
管内で培養細胞への影響を評価する際にも、培養液中には
微細化したナノ材料を加えて試験する必要があります。と
いうのは、多くのナノ材料は、製造、加工、使用あるいは
廃棄の段階でナノスケールの微粒子として存在する可能性
があり、特に将来、我々の身の回りの製品の多くにナノ材
料が使われると想定した場合、それが何らかの形で元の一
次粒子に近い形にまで粉砕され、生活環境中に存在するこ
とが想定されるからです。そのため、ナノテクノロジーの
安全性評価には、ナノ材料をできる限り微細化し、空気や
水に分散させる技術の確立が必須であり、これらの技術が
確立されて初めて、ナノスケールの微粒子に特有の有害性
に関しての研究や試験法の検証・開発が可能となり、安全
性試験法標準化の議論へとつながっていきます。
産総研化学物質リスク管理研究センターは、2005年度の

基準認証開発事業として「ナノ粒子の安全性評価法の標準化

に関する研究」を実施していますが、この研究を通じて、ナ
ノテクの安全性評価試験法の確立には、上述のような計測
関係技術のブレークスルーが必要なことにいち早く気づく
ことができました。これらは、いずれも難題ですが、ナノ
粒子に関する高い計測技術を有する当研究所の計測標準研
究部門、計測フロンティア研究部門および環境管理技術研
究部門と連携することにより対処可能と考えられ、現在、
課題の解決に向けて研究を進めています。
図3には、ナノ粒子の安全性を評価するために必要な計測
技術および関連技術について俯瞰的にまとめました。この
図からもナノテクノロジーの安全性評価には高い計測技術
が必要であることがご理解いただけると思います。

5.おわりに
ナノテクノロジーの産業化とリスク評価に対して標準化
の貢献が強く期待され、国際的にも国内的にも活発に標準
化活動が開始されました。産総研でも分野融合課題を中心
にして研究を加速させています。
標準化に対する日本の貢献には各国からも大きな期待が
寄せられています。2006年5月にはつくばにおいて、ASTM 
InternationalのE56技術委員会を産総研のホストで開催し、
あわせて東京で、第2回ナノテクノロジーのための標準物質
と計測に関する国際シンポジウム（SMAM-2）を産総研の主
催で開催することが決定しています。またISO/TC229の第2
回総会を2006年6月に日本で開催する運びにもなったことを
申し添えます。

図3　ナノテクノロジーの安全性評価
試験法の標準化に必要な計測技術
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熱電対による温度標準供給体系
熱電対は、2種類の金属素線や合金

素線の先端同士を接合して測温接点を
作るという極めて簡単な構造の温度計
であり、発生した熱起電力を電圧計で
測定することにより温度を知ることが
できるため工業用に最も多く使われて
いる。産業界の現場では生産活動と密
接に関わっており、一つの設備だけで
数千本の熱電対を使用していることも
ある。これらの熱電対の温度計測結果
の信頼性を確保するためには、個々の
熱電対の熱起電力と温度との関係を事
前に求めておくことが必要不可欠であ
る。こうした熱電対校正に対する産業
界からの要求は非常に強い。産総研で
は国家標準としての熱電対校正用の銀
の凝固点（銀点、961.78 ℃）実現装置お
よび銅の凝固点（銅点、1084.62 ℃）実
現装置の開発を進め、2002年から銀点
および銅点での熱電対の校正を開始し
ている。これにより、校正事業者は自
社の銀点および銅点実現装置の校正が

可能になり、その結果、1100 ℃まで
の温度域で熱電対の校正事業を開始す
ることができるようになった。
一方、鉄鋼、半導体、セラミックス

等の素材産業を代表とする分野では、
製品の開発段階から製造における品質
管理に至る多くの実用的な場面におい
て、1100 ℃を超える温度の精密な計
測あるいは制御を必要としており、銅
点以上の温度域での熱電対標準供給に
対する産業界からの要求は依然として
強い。そのため、産総研ではさらにパ
ラジウム（Pd）の融点実現装置（図1）の
開発を進め、新たにPd点（1553.5 ℃）
での熱電対校正を2005年4月より開始
した。
先に供給を開始した銀点、銅点で

は、純粋な白金（Pt）線とPd線を組み
合わせることにより従来から使用して
いる熱電対よりも安定性などに優れた
Pt/Pd熱電対を産総研での校正対象と
している。しかし、Pt/Pd熱電対は素
線にPd線を使用しているため、Pd点

校正を行うことは不可能である。その
ため、Pd点校正では、白金およびロ
ジウム（Rh）を成分とする合金系熱電
対であり、高温測定に広く用いられて
いるR熱電対を標準供給用の熱電対と
して使用することとした。今回、熱電
対によるPd点での標準供給を開始し
たことにより、図2に示すように、校
正事業者は熱電対に対して1554 ℃ま
での標準を持つことが可能になり、同
温度範囲における校正事業の道が開け
たことになる。

Pd点における熱電対の校正
新たに標準供給を開始したPd点で
の熱電対の校正には「金属線溶融法（ワ
イヤ法）」を用いている。ワイヤ法は被
校正熱電対の測温接点近くに定点物質
である純金属線を直接取り付ける方法
であり、定点金属を融解するためのる
つぼが不要である。そのため、定点金
属へのるつぼ材料からの汚染の心配が
無く、さらに、0.1 g以下の僅かな量で

熱電対による温度標準の供給
パラジウムの融点における熱電対校正の開始

図１　パラジウム点実現装置
3ゾーンの縦型炉で、中心付近の
温度安定性は±0.1 ℃以内、温度
分布については300 mmの範囲
で±0.5 ℃以内である。

標準供給用熱電対

産業技術総合研究所

銀点、銅点実現装置

〈962 ℃、1085 ℃〉

Pt/Pd熱電対

校正事業者

銀点、銅点実現装置

〈～1100 ℃〉

熱電対、指示計器付温度計、温度計校正装置など校正事業者が校正
する計量器

パラジウム点実現装置

〈1554 ℃〉

※

Ｒ熱電対

パラジウム点実現装置

〈～1554 ℃〉

図2　熱電対のトレーサビリティの体系図
図中の〈 〉内の数字は校正を行う温度範囲を表す。
※ 標準供給用R熱電対について、校正事業者はパラジウム点実現装置
の校正の他にワーキングスタンダード（R熱電対又はS熱電対）の比
較校正に用いることができる。

図3　パラジウム（Pd）線の取
り付け
R熱電対の測温接点を溶接した
後、測温接点部分にコイル状に
したPd線をかぶせる。
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校正が可能であるので、貴金属のよう
な高融点の純金属を用いる定点校正に
一般的に用いられている。熱電対への
定点物質の取り付け方には幾つかの手
法があるが、評価の結果、図3のよう
にコイル状のPd線を取り付ける手法
が安定した融解プラトー（融解温度で
熱起電力が一定になる部分）を得るの
に効果的であることがわかった。図4
はコイル状のPd線を取り付けたR熱電
対をPd点実現装置に挿入した後、徐々
に炉の温度を上昇させたときの熱起電
力の値を測定した結果である。取り付
けたPd線の溶融に伴って融解プラトー
が観測され、この領域の熱起電力の平
均値を求めることによりPd点での被
校正熱電対の熱起電力の値を得ること
ができる。測定の結果、約0.05 ℃（標
準偏差）の再現性で融解プラトーが得
られることが確認された。
Pd点における熱電対校正の不確か

さの要因には、プラトーの再現性の他

にも、保持炉の均熱性、熱起電力測定
系の不確かさ、熱電対の安定性等が挙
げられる。日本学術振興会産業計測第
36委員会温度計測分科会WG研究会
において産総研を含む7ラボで実施さ
れた「R熱電対のPd点校正を含む共同
実験報告」の結果も踏まえ、考えられ
る不確かさの要因を評価した結果、産
総研からは0.8 ℃程度の拡張不確かさ
（k=2）でPd点での標準供給が可能であ
ることがわかった。

今後の展開
産業界からは、熱電対校正の高精度
化の期待は強く、また1600 ℃を越え
る温度域での校正を求める声もある。
今後も熱電対校正のさらなる高精度化
と温度範囲の高温への拡大の要望に応
えていくため、新たな熱電対校正用定
点の研究開発を進めていきたい。

高温域の温度標準の研究、特に、高温で安定な熱電対の研究開発および熱電対を上
位標準の温度計とするトレーサビリティ制度の構築に従事。R熱電対や、これまで
の実用的な熱電対よりも性能の高いPt/Pd熱電対および温度定点の研究開発を行っ
てきた。現在、1100 ℃以上の温度での熱電対校正の高精度化に向けて、新たな熱
電対用温度定点および高温域にて安定で高精度な熱電対の開発に挑戦中。

関連情報

日本計量新報：2005年5月22日
新井優：AIST Today, Vol.3, No.4, p34 （2003）
「R熱電対のPd点校正を含む共同実験報告」 日本学術振興会産業計測第36委員会温度計測分科会（2005）
M.Izuchi, S.Masuyama, H.Ogura, M.Arai: SICE Annual Conference 2005, PS1-30 （2005）

計測標準研究部門（つくばセンター）

小倉 秀樹

　　　　

共同研究者 :井土 正也、新井 優

図4　パラジウム (Pd）点ワイヤ法測定結果の例
融解プラトー測定後は溶融したPdが被校正熱電対の測温接点に付着したまま固化するため、
測温接点は毎回切断し、熱電対素線をアルミナ管から5 mm程度引き出して接点を作り直す。
※ここでは融解プラトー開始後50秒～200秒の熱起電力の平均値をPd点の測定値とした。
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産総研における地質図標準化の取
り組み
国土の開発・保全にともなって地質

学的情報を包括的に提供する地質図へ
の需要は高まり、利用者の範囲は、ま
すます広がっている。しかし、地質図
を作成するために必要な記号、色、模
様、用語及び凡例については必ずしも
統一されていないために、地質図の判
読・利用の妨げになっている。最近の
ように地質図を数値化してコンピュー
タ上で利用する場合には、作成のため
の共通ツールの開発やデータの互換性
が求められるが、その前提として記号、
色、模様、用語及び凡例が統一されて
いることが必要である。現在、政府は
国土空間情報の整備を進めつつある。
特に、地質図をWeb上で提供するに
当たっては、地質図凡例等の表現を統
一することは避けて通れない。このよ
うな状況を考慮し、産総研では地質調
査総合センターが中心となって地質図
の標準化に積極的に取り組んでおり、
以下の規格を提案してきた。

● JIS A 0204： 2002地質図 － 記号、
色、模様、用語及び凡例表示

● TR A 0018： 2003地質図－ベクト
ル数値地質図の品質要求事項

● TS  A 0019： 2005地質図－記号、
色、模様、用語及び地層・岩体区
分を示すコード群

全国地質調査業協会連合会、土木
研究所との連携

これらの規格は、構造物の構築や環
境保全等を目的とした地質図を作成し
ている業界への影響が大きく、例えば、
JIS A 0204は、公開後直ちに国土交通

省の地質・土質調査成果電子納品要領
に参照規格として取り入れられた。こ
のこともあって、全国地質調査業協会
連合会（全地連）では、地質情報標準化
作業の中で、これをいかに取り込むか
が検討されてきた。
標記の標準仕様書（TS）案は、この

ような流れの中で、全地連が国土交通
省主管の独立行政法人土木研究所（土
木研）と産総研地質調査総合センター
に働きかけてまとめたものである。
もともと、目的に応じて様々な地質

図の表現方法が編み出され、あるいは
会社ごとに地質図の表現が異なってい
たため、業界では統一は困難であると
の認識があった。このような事情は諸
外国でも同じである。
産総研では、このような現状に鑑み、

これを克服する方策を検討し、最近に
なってTS A 0019：2005地質図－記号、
色、模様、用語及び地層・岩体区分を
示すコード群を提案し、その公表が認
められた。この提案は、地質図を数値
化した上で、地質図を構成する要素、
すなわち主題属性にコードを与えるこ
とによって、コンピュータディスプレ
イあるいは印刷図の上で利用者が理解
できる表示が可能になるとの考え方に
立ってのことである。
全地連は、このTSの公表が決まっ

た時点で、TS A 0019：2005では規定
されていない土・その他のコードと、
工学的見地から必要な術語・表記等を
これに追加した規格案をまとめ、関係
者に広く周知する機会を設けるべく
TSとして公表することを決めた。地
質・土質を記述する主題属性コードは
国土交通省の地質・土質調査成果電子
納品要領でもすでに採用されていたこ

とから、案のとりまとめにあたっては、
地質・土質調査成果電子納品要領をと
りまとめた（財）日本建設情報総合セン
ター（JACIC）と土木研、そして地質
図の標準化を進めている産総研と協議
し、その結果、土木研と産総研の助言
を得ながら国土交通省、JACIC等、関
係省庁・研究機関・団体から18名の
委員を集めて原案を作成することに
なった。

TS原案の内容
土木地質図の基図となる地質図は
JIS A 0204等の規格に基づいて作成さ
れるが、土木地質図の重要な目的であ
る工学的地質情報をこれに重ね合わせ
て表示する場合には、表示の意味が明
確で、かつ地質図の表示と紛れないよ
うに考案した記号群と記述方法を用い
る必要がある。また、工学的地質情報
を異なる作成者、異なる利用者間で正
確に伝達するためには、これを表示す
る記号群と記述方法が標準化されてい
ることが望ましい。
この標準仕様書（TS）原案では、土
木地質図で用いる基本的地質情報と工
学的地質情報を的確に表示するための
記号、色、模様、用語及び地層・岩体
区分とそれらを示すコード群を規定す
るものである。コードを規定した主題
属性は、基本的にはJIS A 0204に従っ
て、地質学的属性の記号、色、模様、
地質時代、地層・岩体の区分単位、岩
石の種類と岩相、鉱物の種類、鉱産物
の種類及び化石の種類の9項目とした
ほか、工学的地質区分に対応する土・
その他のコードを追加した、これらを
コード化するには各項目を系統的に分
類しておく必要があり、また、必要に

産業界との連携による標準仕様書の提案
地質図-土木地質図に用いる記号、色、模様、用語及び地層・
岩体区分の表示とコード群の標準化
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応じて追加や削除、あるいは転換でき
るようコード自体も体系化しておく必
要がある。

今後の課題
今回提案されたTS原案は、建設・

工学分野で共通に利用できる土木地質
図を想定し、その基本的な項目につい
てのみ規定している。今後は、これを
基に、ダム、道路、斜面、原子力、建
築基礎など特定の対象に利便性を図る
ことのできる個別の規格が作成される
ことが望ましい。
このTS原案では、工学的地質区分

を修飾する形容詞句についてはコード
化を行っていない。本来、工学的地質
区分と、地質学的な分類とは、工学と
地質学との間の混乱を避けるよう、明
確に分離して扱われることが望まし
い。また、国際的な基準・国内規格な
どに照らした場合、あいまいな用語の
利用そのものが問題となることも考え
られる。したがって、今後は、工学的
地質区分を修飾する形容詞句について
も、体系的に分類しコード化する必要
がある。

土木地質図で用いる主題属性のコー
ド化の目的は、異なる表現形式間での
互換、属性コードの統一的な運用及び
統計処理における利便性の向上にあ
ると考えられる。そのため、単に土木
地質図で用いられる名称の統一化にと
どまらず、データのもつ意味、すなわ
ち明確な分類体系に基づき分類・作成
されたデータを用い、データを交換す
る場合にその意味が正確に伝わること
が重要である。この点において、土木
地質図においてもコード化は必須であ
り、言葉（文字列）の持つあいまいさも

払拭できると期待される。
TSが対象とする「工学的地質図」の
名称については、それが建設・土木分
野にとどまらず、建設分野など広い分
野で使われることを前提に、様々な議
論があった。議論の中で“工学地質図”
“建設地質図”“応用地質図”などの名
称が提案されたが、意見が一致しな
かったため、建設・土木分野で一般的
に普及している「土木地質図」という名
称を暫定的に採用した。

産学官連携推進部門  工業標準部

表　土木地質図のために新たに提案された地質記号のコードの例　           

G

記号名

その他 ボーリング孔

試料採取位置

露頭

地下水位

コード

53500000

53500001

53500002

53600000

53600001

53600002

53600003

53600004

53600005

53700001

53800000

53800001

記号（参考）

B－1
H15－B－1
L=150m

乱した試料採取位置

乱れの少ない試料採取位置

微化石試料採取位置

火山灰試料採取位置

採水区間

ガス採取位置

53700000

地質調査総合センター

産総研の研究ポテンシャルを活用することにより、わが国の工業標準化に貢献することを目的とした工業標準化活動に取り組ん
でいる組織です。産業ニーズ、政策ニーズなどの産総研内外の標準化要請に応えることを基本として、標準化を目的とした研究
実施、研究成果の標準化への展開、国内・国際標準化活動への貢献等を通じて、工業標準化を推進しています。
http://unit.aist.go.jp/collab-pro/indus-stan/

産総研の「地質の調査」 に関連するユニットを一括した総称です。地質の情報は、様々な社会生活のために必要不可欠な国土の基
本情報として位置づけられています。その整備のための「地質の調査」は、前身である地質調査所の時代より一貫して責任のある
実施がされてきました。
http://www.gsj.jp/HomePageJP.html
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● 受賞の対象となる功績等
酸化物エピタキシーの精密化と集積化による新電子機能の開拓

川崎氏による原子レベルで膜厚制御が可能なレーザ分子
線エピタキシーの研究は、酸化物エレクトロニクスの基盤を
築く重要な業績として高く評価されています。酸化物の素材
をパルスレーザで瞬間的に蒸発し、原子層で制御された薄膜
結晶成長を可能にする要素技術を確立しました。この技術を
駆使した強相関電子物性の研究とそのデバイス応用への展開
では、当センターが世界をリードする研究成果を収めていま
す。また、一括合成と高速評価を基本とする創薬のコンビナ
トリアルケミストリーにヒントを得て、異なる組成や構造を
持つ薄膜を、異なる基板温度や成長速度で一枚の基板上に同
時に形成する独自の技術を開発しました。これらの物質ライ
ブラリーの物性を系統的に調べることで、所望の電子機能を
実現する新物質の発見やその最適化を高効率化できます。酸
化コバルトをわずかに添加すると酸化チタンが透明な磁石と
なる発見や、これまで再現性のなかった酸化亜鉛結晶のP型
ドーピングを確実なものとしたことは特筆すべき成果といえ
ます。世界で初めてPN 接合を形成して青色発光の観測にも

● 日本IBM科学賞とは
日本の科学分野の学術研究の振興と若手研究者の育成に寄与することを目的に、日本アイ・ビー・エム株式会社の社会
貢献活動の一環として1987年に創設されたのが「日本IBM科学賞」です。対象は、国内の大学あるいは公的研究機関に
所属する45歳以下の研究者（国籍不問）で、物理、化学、コンピューターサイエンス（バイオインフォマティクスを含む）、
エレクトロニクス（バイオエレクトロニクスを含む）の4分野における基礎研究で優れた研究活動を行っている研究者で
す。本年は129件の候補の中から5名の授賞者が選ばれました。その中のひとりとして、産総研強相関電子技術研究セ
ンターの川崎 雅司氏がエレクトニクスの分野で受賞しました。

日本 IBM科学賞を受賞

● 川崎氏からひとこと

高温超伝導は、多数の研究者を魅了し、貴重なデリバティブとして強相関電
子技術という未知の可能性を秘めた研究分野を形成しています。私は、高温超
伝導体の天然の超格子構造に魅了され、人為的に酸化物原子層を積み重ねて新
物質を合成したいと考えました。ブレークスルーは基板表面の平坦化と一括合
成法という「ものづくり」技術です。強相関酸化物では、多数の電子が存在する
のに反発力で凍り付いて絶縁体になってしまい、ちょっとした刺激で電子がド
ロドロと流れ出します。物性物理として興味深いだけでなく、不揮発メモリや
光スイッチなど高速・巨大応答デバイスへの応用も期待されています。これま
で取り組んできた一連の研究を評価して頂いたことは大変うれしく、また身の

引き締まる思いです。共同研究の機会やサポートをいただいた方々に感謝いたします。酸化物がエレクトロニクスの主役
になる「新石器時代」の実現をめざして、さらに研究を進めたいと思います。

成功し、酸化亜鉛が窒化ガリウムに比肩する紫外発光用材料
として発展する可能性を示したのです。
このように、独自の発想から酸化物エピタキシーの精密
化と集積化を推進し、P型酸化亜鉛など形成が極めて困難で
あった一連の酸化物材料やその応用素子を実現させることに
よって、川崎氏の研究は酸化物エレクトロニクスの開拓と展
開に先導的な貢献をしました。
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第51回仁科記念賞を受賞

● 仁科記念賞とは
仁科記念賞は、原子物理学とその応用に関し、独創的で極めて優秀な研究成果を収めた研究者を表彰するものとして仁
科記念財団によって設立されたものです。ここでいう原子物理学とは、原子、分子、原子核、素粒子はもとより、これ
らの関与する基礎的なミクロの立場に立った物理学のことをいうものですが、直接原子物理学に係わるものに限らず、
理学、工学、医学等あらゆる分野において原子物理学に深い関連のある研究を含んでいます。
今年度の受賞者3名の中で、産総研からは強相関電子技術研究センターの永長 直人氏が受賞しました。

● 永長氏からひとこと

産総研の強相関電子技術研究センター（CERC）における研究テーマのひとつである、
異常ホール効果の研究に仁科記念賞のように輝かしい歴史を持つ賞をいただけたこと
は、非常に光栄であると同時に大きな激励ともなりました。我が国における磁性研究
の伝統と、最近の強相関電子系研究の隆盛を背景に、古くて新しいこの問題にチャレ
ンジできたのは、産総研のすばらしい研究環境と十倉センター長を始めとするCERC
のメンバーの人たちの協力のおかげです。この場を借りて御礼申し上げます。

異常ホール電流は、物質中の「トポロジカルカレント」の一例であり、基本的に散逸
を伴わずに流れるというすばらしい性質をもっています。ジュール熱の発生を避けら

れない通常のオーム電流に代わって、次世代ナノスケール素子の新しい原理を与えるものと期待して、研究を進めていま
す。電場だけでスピン流を引き起こすスピンホール効果、FRAMの動作原理となりうる量子電荷ポンプ、ヘリカル磁性体
の巨大電気磁気効果、光のホール効果など、多彩で新奇な現象がすべてこのトポロジカルカレントの概念と結びついてい
ます。これらを、より大きな理論体系へと発展させることが今後の夢です。

● 受賞の対象となる功績等
異常ホール効果の理論的研究

遷移金属酸化物を始めとする物質群における電子間に働く
強いクーロン反発は、いわゆる電子相関効果をもたらし、そ
の研究は現代物性理論の中心的課題といえます。その中でも
磁性と量子輸送現象の結合は、基礎・応用両方の観点から巨
大磁気抵抗効果など重要な問題を数多く含むものです。永長
氏は平成12年頃より、磁性体中の電子波動、特にその位相の
問題を理論的に研究してきました。その中でも、スピン軌道
相互作用の存在下で磁性体中のブロッホ波動関数が運動量空
間において微分幾何学的な構造（ゲージ構造）を持つことを見
出し、その観点から強磁性体で観測される自発的ホール効果
－異常ホール効果－の理論を発展させました。
さらに、バンド交差点が「磁気単極子」としてゲージ場の吸

い込み、湧き出しとして働くことを詳細な第一原理計算と実
験との検討で示し、50年来の懸案であった異常ホール効果の
問題を解決しました。
これらの仕事は固体電子論におけるゲージ構造の重要性を

実証し、その波及効果は、スピンホール効果などの研究へと
大きく発展しています。 

運動量空間におけるゲージ場の強度分布。
磁気単極子に対応するピーク構造が見える。
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●受賞の研究
世界最大規模のタンパク質の全電子状態計算

本研究では、クラスタ型スーパーコンピュータ「AIST 
スーパークラスタ」を用いて、フラグメント分子軌道法によ
る20,000原子を越える巨大なタンパク質複合体の電子状態計
算を、世界で初めて行いました。これは、産総研グリッド
研究センター池上努氏と計算科学研究部門フェドロフ氏ら
による分野間融合研究の成果です。
計算対象とした巨大分子は、紅色光合成細菌の一種

Rhodopseudomonas viridis の膜タンパク質複合体で、4 本の
タンパク鎖の中に電子伝達系と呼ばれる一群の分子が埋め込
まれています。電子伝達系は、光合成反応において光のエネ
ルギーを化学的なエネルギーに転換する重要な役割を果たし
ていますが、その反応過程において周辺タンパク質の果たす
役割については解明されていません。このような反応機構の
理論的な解明には、タンパク質まで含めた系全体の電子状態
を知る必要がありますが、従来の方法では巨大な分子に対し
て膨大な計算時間が必要となるため、事実上不可能でした。
今回の計算機シミュレーションでは、AISTスーパークラ

●SC|05最優秀研究論文賞とは
スーパーコンピューティング国際会議は、ACM及びIEEE Computer Societyの共催により、毎年米国で開かれてい
る高性能計算研究に関する最も権威のある国際会議です。第18回目となる今年はワシントン州シアトルで「SC|05国
際会議」として開催され、約10,000人の参加者を集めました。
「SC|05最優秀研究論文賞」（Best Technical Paper Award）はこの会議で発表された学術論文の中で最も優れた研
究成果に与えられる賞です。今回は投稿論文260件の中から、産総研グリッド研究センターの池上努氏らの研究成果「Full 
Electron Calculation Beyond 20,000 Atoms: Ground Electronic State of Photosynthetic Proteins」が選ば
れました。最優秀研究論文賞の受賞は日本人研究者で初めての快挙です。

SC｜05最優秀研究論文賞を受賞

● 池上氏からひとこと

今回の受賞は研究者個人として大変名誉に思うとともに、この賞は産総研がチームとし
て勝ち得たものであると実感しています。今回の業績は、計算科学研究部門で開発された
フラグメント分子軌道法とグリッド研究センターの構築した AIST スーパークラスタを
組み合わせ、巨大分子の電子状態を計算する手法を確立したものです。研究には試行錯誤
が付き物ですが、本研究では特に計算手法とクラスタ利用技術の間で問題点の切り分けが
鍵になりました。この点において、産総研はクラスタ用ミドルウェアと計算アルゴリズム
双方の開発者を擁しており、問題発生時のフィードバックとレスポンスを円滑に進めるこ
とが可能でした。またAISTスーパークラスタのサポートチームの迅速かつ柔軟なマシン
管理・運用が研究を進める上で大きな助けになったことも見逃せません。今後は、確立し
た計算手法を用いて各種光合成系の計算を進め、系内部の相互作用の分析を微視的レベル

で追及すると同時に、グリッド技術を用いたフラグメント分子軌道計算の実装を進めていくつもりです。

スタのP－32クラスタ部を最大300台（600プロセッサ）用い、光
合成系のフラグメント分子軌道計算を約73時間で実行できる
ことを確認し、巨大な分子の電子状態を高精度かつ高コスト
パフォーマンスに求めることに成功したものです。この成果
は、光合成反応中心の機構解明に迫るもので、将来的には人
工光合成系の設計を通じて炭素固定による地球温暖化防止や
食糧不足問題の解決などへの発展が期待されます。
今回の受賞は、大規模分子の電子状態計算に世界で初め
て成功した成果が評価されたものです。これにより、計算
科学による現象解明に向けた研究手法の重要性及び有用性、
計算科学と計算機科
学の融合による研究
の重要性が示された
といえます。
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松田大臣つくばセンター視察
11月25日、内閣府の松田科学技術政

策担当大臣が、産総研つくばセンター
を視察されました。
吉川理事長の挨拶の後、昼食をはさ

んで小玉副理事長より産総研の概要説
明がありました。引き続いて、吉川理
事長らとの間で、総合科学技術会議の
役割と独立行政法人の連携等について
活発な意見交換が行われました。
その後、松田大臣は知能システム研

究部門とナノカーボン研究センターを
視察されました。知能システム研究部

門では、平井研究部門長、比留川副研
究部門長らからヒューマノイドロボッ
ト研究の説明を受け、HRP-2のデモな
どをご覧になりました。ナノカーボン
研究センターでは、飯島研究センター
長らからナノカーボン（ナノクリスタル
ダイヤモンドとスーパーグロースカー
ボンナノチューブ）の合成技術と応用製
品の紹介があり、産総研の最先端の研
究成果に触れる機会をお持ちいただけ
ました。

アルジェリア民主人民共和国郵政通信大臣つくばセンター訪問
12月7日、アルジェリア民主人民共

和国郵政通信大臣Mr. Haichourが、郵
政公社総裁Ms. Houadria、携帯電話事
業公社総裁Mr. Belhamdiらを伴って、
産総研つくばセンターを訪問されまし
た。大臣らは、始めに吉海理事にお会
いになられ、挨拶を交わされた後、サ
イエンス・スクエアを中心にご視察に
なりました。
ご視察では、ヒューマノイドロボッ

トやパロなどのロボット技術、光触媒、
ドラッグデリバリーシステム、Cyber 

Button等に特に関心を示されました。
訪問時間が1時間程度と短かったた

め、研究室を直接ご覧いただく時間を
取ることはできませんでしたが、次の
機会にはゆっくりと産総研を訪問され
たいとおっしゃられました。ご訪問の
最後には、「本日の訪問で、産総研が
日本の工業技術発展の中で果たした役
割が、良く理解できた。今後、産総研
と自国の研究機関の交流が発展する事
を希望する。」とのお言葉を残されまし
た。

産総研秋葉原サイト披露会を開催
12月6日に産総研秋葉原サイト（秋葉

原ダイビル内）において「秋葉原サイト
披露会」が開催されました。
披露会では、吉川理事長の挨拶に

続いて、秋葉原サイトに拠点を持つユ
ニットの研究紹介が、渡辺情報セキュ
リティ研究センター副センター長、木

下システム検証研究センター長、坂上
情報技術研究部門長、関口グリッド研
究センター長によって行われました。
その後、参加いただいた皆さんには、

10月にオープンした情報技術研究部門
の新しいタイプの研究空間「秋葉原ソ
フトウェアショーケース」を見学して

いただきました。ここでは、9つの研
究についてデモンストレーションが行
われました。
秋葉原ソフトウェアショーケースで
は、愛知万博での実証実験の成果を取
り入れ、“訪れた人が産総研ソフトウェ
アを体感できる”ソフトウェアと装置
の研究開発を行い、実証実験を通した
研究開発成果の技術移転を推進してい
ます。
興味深く見学された皆さんに産総研
の研究活動について一層の理解を深め
ていただく機会とすることができまし
た。
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11月21日、秋葉原ダイビル・コンベ
ンションホールにて、産業技術戦略シ
ンポジウム「戦略的技術開発と産業技
術人材育成」が開催されました。この
シンポジウムは、産総研が策定した
第2期研究戦略の理念を具体的に発信

するとともに、我が国全体のイノベー
ションおよび産業技術人材育成の問題
について議論するために企画されたも
のです。産学官の代表的な方々が講演
者として招かれ、当日は400名を越え
る来場者を数えました。
経済産業省産業技術環境局長の肥

塚氏から挨拶をいただいた後、科学技
術政策サイドおよび産業技術研究開発
実施サイドの機関を代表する方々から
講演をいただきました。産総研は吉海
理事による研究戦略の紹介の中でイノ
ベーションに向けた研究と人材育成の
取組みを示し、他の講演者の方々もそ
れぞれの立場で問題意識や提案を示し

ました。それに続くパネルディスカッ
ションでは、産学官が三位一体で各課
題に取り組む必要があるという一致し
た認識が確認され、シンポジウムは成
功のうちに閉幕しました。

産業技術戦略シンポジウムを開催

ベンチャー開発戦略研究センター第4回シンポジウムを開催 
ベンチャー開発戦略研究センター

は、12月7日、経団連ホールにて、第4
回シンポジウム「イノベーションとベ
ンチャー創出－公的支援によるスター
トアップスは成功できるか－」を開催し
ました。研究センター長である吉川理
事長による開会挨拶の後、「イノベー

ションとベンチャー創出」のテーマの
もと、有本建男 内閣府経済社会総合
研究所総括政策研究官、谷重男 経済
産業省大臣官房審議官（産業技術担当）
および吉川理事長による基調講演を行
い、それぞれの状況認識と問題提起が
行われました。続いて渡辺孝センター

次長よりケース紹介としてセンターの
取組みが紹介されました。午後の部で
は、第一部「イノベーションへの合意
形成－科学とビジネス/産業の溝に橋を
架ける－」（モデレーター：池上徹彦  
会津大学学長）、第二部「公的支援によ
るスタートアップスは成功できるか－
障害と戦略－」（モデレーター：渡部
俊也 東京大学先端科学技術研究セン
ター教授）の二つのパネルディスカッ
ションにおいて活発な議論が行われ、
次回シンポジウムに向けての意識の共
有と新たなテーマの創出されました。
最後に吉川理事長による総括コメント
と300名を超える参加者の皆様へのお
礼の言葉をもって閉会しました。

日仏ロボット工学共同研究ラボラトリーJRLの研究協力協定更新およびJRLワークショップ
知能システム研究部門とフランス国

立科学研究センター（CNRS）情報・コ
ミュニケーション科学技術部門は、産
総研とCNRSとの間で締結された包括
的研究協力協定（2001年11月22日締結）
の下での個別研究分野の研究協力の一
環として、日仏ロボット工学共同研究
ラボラトリー（Joint Japanese-French 
Robotics Laboratory（JRL））を2003年

12月8日に設立し活動を行ってきまし
た。
2005年9月1日より、フランス側の

研究拠点がトゥールーズのCNRS解
析・システムアーキテクチャ研究所
（LAAS）に変更されたのに伴い、2005
年11月14日にLAASにて、新たな研究
協力協定の更新を行うとともに、JRL
ワークショップを開催し、日仏の人間

型ロボットの研究動向とJRLの活動に
ついて討議を行いました。
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AIST Network

中国科学院とのワークショップCAS－AIST－NEDO Workshop 2005
11月17日～18日、中国・広州にて、

中国科学院（CAS）、産総研（AIST）、
NEDOの共催によるワークショップ
CAS-AIST-NEDO Workshop 2005が
開催されました。
2004年5月の産総研・中国科学院の

包括研究協力協定に基づく具体的なア
クションとして、世界的に喫緊の課
題であり、日中双方に相互連携のメ
リット（win-win、中国語で「双贏」）が
期待できる環境・エネルギー分野を対
象にワークショップを企画していたと
ころ、産総研と相互補完的関係にある
NEDOにおいても、中国における中心
的研究機関である中国科学院との連携
強化を図っており、3者共同でワーク
ショップ開催の運びとなりました。開

催地は、中国における新エネルギー・
再生可能エネルギー研究のCOEと位置
づけられている、中国科学院広州能源
研究所（Guangzhou Institute of Energy 
Conversion, GIEC）が選ばれました。
ワークショップは、環境・エネルギー

分野のうち、バイオマス、およびエネ
ルギーシステム評価（特に分散型・再生
可能エネルギーについて）をテーマと
しました。中国科学院からは広州能源
研究所を中心に全国の関係研究所から
多数、産総研からは中島理事、神本・
山辺両研究コーディネータ、国際部
門、および関係研究ユニットの研究者、
NEDOからは佐々木理事をはじめ本部
および北京事務所等から参加し、一般
セッションにて各機関の概要、環境・

エネルギー分野への取組みが紹介され
たあと、技術セッションにおいて将来
の具体的な共同研究候補課題について
活発に議論が行われ、特にバイオマス
では、NEDO国際共同研究プロジェク
ト提案に向けて、産総研と中国科学院
は研究連携を促進していくこととなり
ました。
なお、ワークショップに先立つ16日、
北京において、中国科学院施尓畏副院
長、産総研中島理事、NEDO佐々木理
事などが出席して3機関の会合を持ち、
環境・エネルギー分野における研究の
現状、方向性等について、中国側では
特に第11次五カ年計画（2006年より実
施）策定作業を踏まえ、双方の発表と
意見交換を行いました。

広州でのワークショップのオープニング

国際ワークショップ「LCA手法の地域施策への展開」を開催
11月30日、発明会館にて、ライフサ

イクルアセスメント研究センター主催
国際ワークショップ「LCA手法の地域
施策への展開」が開催され、国内外を
含め、111名の参加者を迎えました。
本ワークショップは、平成15年より

経済産業省のプロジェクトとして進め
てきた地域施策にLCA（ライフサイク
ルアセスメント）を適用する研究のプ
ロジェクト成果の報告と、国内外の事
例紹介が主な目的として開催され、国
内からは岩手県、千葉県、三重県を対
象としたケーススタディの成果報告、
国外からは、EUにおける廃棄物処理

を主とした事例やドイツにおける事例
についての講演がありました。
ワークショップ後半では、LCAを地

域の環境管理にどう生かすかを中心議
題としたパネルディスカッションが行
われ、環境影響指標の単一指標化など
について国内外の意見を交し合うこと

ができ、大盛況かつ意義のある討論に
なりました。
これまで国内中心に議論が行われて
きた研究分野でしたが、これを機会に、
今後の展開に向けて、海外との協力お
よび情報交換を是非ともスタートさせ
たいと実感しています。

北京での3機関会合
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第1回日本LCA 学会研究発表会を開催
日本LCA学会と産総研は、12月1～2

日、産総研つくばセンターにおいて第
1回日本LCA学会研究発表会を開催し
ました。
山本会長の挨拶に引き続き、LCA

研究と実践を牽引してきた3氏による
包括的な基調講演、一般講演139件（う
ち、ポスターのみ21件、口頭ポスター
両方13件）の発表が行われました。一
般講演のうち口頭講演は、24のテーマ
別セッションで発表され、ポスター発
表では、発表者と参加者の間で密な議
論が交わされました。
①LCA：LCA手法、ライフサイク

ル影響評価、②ライフサイクル的思考
に基づく分析手法・指標：環境効率、
環境会計、産業連関表分析、③生産に
おけるライフサイクル的思考：生産技

術、マテリアル、電子機器技術、農業・
水産業、建築、システム分析、品質評
価、環境経営、④消費におけるライフ
サイクル的思考：家庭、消費行動、消
費者分析、⑤社会システムにおけるラ
イフサイクル的思考：廃棄物処理、エ
ネルギー技術、輸送技術、バイオマス、
地域、⑥LCAソフトウェアという6つ

のテーマ別に議論をし、さらに、学生
のLCA研究とその発表を奨励するため
に、学生優秀発表者（口頭・ポスター）
5名を表彰しました。大学・研究機関・
企業からの300 名近い参加者、他では
見られない広い分野からの発表者を得
ることができ、盛況に終えることがで
きました。

「産学官技術交流フェア」にて研究成果を展示
11月30日～12月2日の3日間、東京

ビッグサイトにて開催された「産学官
技術交流フェア」にて研究成果の展示・
紹介を行いました。「産学官技術交流
フェア」は昨年に続く2回目の開催で、
ナノテクノロジーをはじめ、環境・エ
ネルギー、メカトロニクスなどの各技
術分野での技術移転や共同研究パート
ナーの発掘・新技術の需要開拓などを
目的としたもので、産総研も共催機関
の一つとなりました。産総研ブースで
は、「高効率光触媒浄化装置」、「新規

なゼオライト膜」、「工業廃水の高度処
理プロセス」、「ガスハイドレート機能
活用技術」など、環境関連技術を中心
に14件の移転可能な技術や産学官研究
開発成果の展示・紹介を行いました。
また、開催初日の11月30日の午後には、
展示会場内の研究開発成果説明会で5
件の講演を行いました。3日間の会期
中、産総研ブースには途切れることな
く多くの来訪者があり、各展示技術を
紹介する研究者からの熱心な技術内容
の説明の成果もあって盛況に展示・紹

介を行うことができました。いくつか
の展示技術については、今後のコンタ
クトと資料等の請求や、研究室への来
訪の打診を受けるなど、今後の共同研
究や技術移転につながる大きなきっか
けを得ることができました。
同時期に、東京ビッグサイトでは

「2005特許流通フェアin東京」、「2005 
国際ロボット展」、「地域発先端テクノ
フェア2005」が開催されており、これ
らの各会場でも産総研の研究成果の展
示が行われました。
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AIST Network

スーパーサイエンスハイスクールに協力
スーパーサイエンスハイスクールとは、

理数系教育を重点的に行っている高等
学校をSuper Science High School （SSH）
として文部科学省が指定し、科学・数
学に重点を置いたカリキュラムの開発、
大学や研究機関等との効果的な連携に

より、そのカリキュラム開発を推進す
ることを目的とするものです。産総研
でもこの取り組みに賛同し、ヒューマ
ンストレスシグナル研究センター、ナ
ノテクノロジー研究部門、計測標準研
究部門で生徒の受け入れを行いました。
産総研ナノプロセシング施設（AIST

－NPF）では、11月17日に和歌山県立海
南高等学校の皆さん（高校生40名と引率
教員4名）を迎えて先端科学技術研修を
実施しました。参加者は、日頃から自
分たちの研究テーマを持って実験に励
んでいる生徒の皆さんです。研修は、
講義（午前）とNPFクリーンルームでの

微細加工・観察などの実習（午後）を行
いました。参加された生徒の皆さんも
熱心に質問をしていました。この海南
高等学校先端科学技術研修の模様は、
サイエンスチャンネルでも来年春の放
送の予定です。

12月10日現在
http://www.aist.go.jp/aist_j/event/event_main.html

● は、産総研内の事務局です。

期間 件名 開催地 問い合わせ先

EVENT Calendar

 1 January
  10日  産総研四国センター研究講演会 －第6回「次世代バイオ・ナノ産業技術研究会」－ 高松 087-869-3530●

  10～12日  空中物理探査に関する国際シンポジウム2006 －技術と応用の最前線－ つくば 029-861-3847●

 12～13日 日韓資源リサイクル・材料科学に関する国際シンポジウム つくば 029-861-8081●

 17日 第4回 地質調査総合センターシンポジウム「次の南海・東南海地震にどう備えるか」 兵庫 029-861-3635●

 17～18日 第10回「震災対策技術展」神戸会場 兵庫 03-5775-2855
 17～19日 第7回 産総研 光反応制御・光機能材料 国際シンポジウム（PCPM2006）  つくば 029-861-4496●

 19日 自治体ー産総研公開講演会 東京 029-861-3687●

                      19日 第2回 産総研光触媒応用最前線 名古屋 052-736-7064●

                      20日   ヒューマンストレス産業技術研究会第8回講演会「日常生活での良いストレス」 池田 072-751-9991●

 20日 平成17年度研究講演会 詳細リスク評価書出版記念講演会 －リスク評価の理念とノウハウ－ 東京 029-861-8257●

            20～21日 四国環境・健康フェア 高松 087-869-3530●

              23日 第4回 深部地質環境研究センター研究発表会 つくば 029-861-3761●

              25日 第5回 地質調査総合センターシンポジウム「社会のための地球科学 －日本とドイツの地球科学における交流－」 つくば 029-861-3635●

 2 February
 2～3日 第10回「震災対策技術展/自然災害対策技術展」 神奈川 03-5775-2855
 3日 平成17年度産総研九州センタ－研究講演会 福岡 0942-81-3606●

 4日 Integrated Research System for Sustainability Science 東京 03-5841-1544
 22日 第9回 光技術シンポジウム「アクセス系・情報家電に求められる次世代光技術」 東京 072-751-9530●

 3 March
 3日 デジタルヒューマン・ワークショップ2006 東京 03-3599-8509●

 9日 第5回 界面ナノアーキテクトニクスワークショップ つくば 029-861-4460●

 

　

2006年1月　　　　2006年3月

環境報告書2005の発行
  環境配慮促進法の施行により産総研は2006年度から環境報告書の作成・公表が義務づけられ、施行
に先駆け2004年度にはつくばセンターを中心とした報告書の発行・公表を行いました。今年度は報告
対象範囲を全国に拡げた「環境報告書2005」を12月に発行いたしました。



「棄てるエネルギーを活かす技術」
ユビキタスエネルギー研究部門　舟橋 良次さん

エネルギーの無駄をカット
熱電変換という発電システムはご存じでしょうか?書いて字の如く、「熱」

から「電気」を直接起こす変換システムことです。しかし、ふつうの発電のよ
うにタービンを回して発電するのではなく、ゼーベック効果という電子の世界
での現象を利用して電気を起こします。この発電方法によりエネルギー問題に
取り組もうと、世界の多くの機関で研究が進められています。
私たちが暮らす日本は、年間に原油にして6億キロリットル以上のエネル

ギーを消費しており、そのほとんどを輸入に頼っています。そしてその内の
70%を廃熱として未利用のまま大気中に捨てています。なんともったいない
ことでしょう。廃熱は日本で生まれたれっきとした国産エネルギーなのです。
これを上手に使わずして、エネルギー環境問題の解決はあり得ません。ただ残
念なことに、廃熱は多くの場所で少しずつ捨てられており、それを回収して電
気に変換することは大変難しい問題です。しかし熱電発電を使えばそれを実現
することが可能です。
廃熱からの熱電発電を行うためには高温、空気中、場合によってはもっと過酷な雰囲気中でさえ安定して作動する熱電材料が必要です。

そこで舟橋さんたちはセラミックス（金属酸化物）に注目し、材料探索から研究をスタートしました。舟橋さんは語ります。「運の良い
ことに、研究開始直後に高温で優れた特性を有する物質を見つけることができました。元々酸化物超伝導材料を研究しており、そのとき
作製した試料が実は良い熱電材料でした。まさに瓢箪から駒です。」

モジュール化に挑戦
良い性能を持つセラミックス材料の発見により廃熱回収が現実的なものになりました。しかし、熱電発電を行うためには材料だけでは

不足です。多くの熱電材料を直列接続した発電器（モジュール）を製造する必要があります。ここでも解決すべき難題がたくさんありま
す。高温、空気中で繰り返し発電を行っても壊れない電極材料とセラミックスの接合を形成しなくてはなりません。この難題を産総研の
セラミックス、金属材料のエキスパートが結集し、解決しました。そしてこの接合技術により800℃、空気中でも安定した発電が可能
なモジュールの製造に成功しました。
今後は自動車などのシステムに搭載し、いかに効率よく廃熱を回収するのかが課題となります。舟橋さんたちは、ユーザーとの連携を

深め、一日でも早く熱電発電による廃熱回収が実現できればと考えて研究を進めています。

舟橋さんからひとこと
自動車、工業炉、ゴミ焼却場・・・。非常に多くの所からたくさんの熱エネルギーが未利用

のまま棄てられています。廃熱は、広く、薄く、分散しているため、効率よく且つ安価に有効
利用できる手段がありませんでした。熱電発電はそれが可能な数少ないシステムとして期待さ
れています。しかし、まだまだ変換効率が低いため、使ってやろうというユーザーが少ないの
が現状です。そこで熱電変換システムに発電以外にプラスαの機能を加え、新たな価値を創造
しながら、熱電変換を広く普及していきたいと思っております。私のグループは学生も含め総
勢七名の小さなグループですが、関西から世界最先端の廃熱回収技術を発信していきます。ぜ
ひご協力下さい!

開発した熱電モジュールと舟橋良次さん
このモジュールで10Wの発電が可能。

小型ガスバーナーで携帯電話を充電

古紙配合率100%の
再生紙を使用しています。
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